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明石市自殺対策計画（2019 年度～2028 年度）の中間評価について 

 

 

明石市自殺対策計画は、自殺対策基本法に基づく「市町村自殺対策計画」として、2019

年（平成 31 年）3月に策定しました。本計画は、「自殺総合対策大綱」の改訂に合わせ、

おおむね 5年を目途に見直しを行うこととされています。 

令和 4 年 10 月に国において同大綱が新たに閣議決定されたことから、計画期間の中

間年にあたる令和 5年度に「明石市自殺対策推進会議」を開催し、本計画の中間評価を

実施するとともに、評価の総括として優先的に取り組むべき事項や取組の方向性などを

盛り込んだ中間評価報告書（素案）をとりまとめました。 

 

１ 中間評価の総括（別紙資料１参照） 

 ⑴ 自殺の現状・課題 

本市における自殺の現状として、2022 年の自殺者総数は 54 人で前年比 5 人減と

なりましたが、直近 5 年では年間 50 人を上回る市民の尊い命が自殺により失われて

いる状況が継続しており、特に近年は子ども・若者及び女性の自殺者数増加傾向に

あります。 
 

【年齢別自殺者数の推移】 

 
 

【男女別自殺者数の推移】 
性別 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 
男性 27 人 38 人 35 人 33 人 41 人 31 人 

女性 16 人 16 人 19 人 18 人 18 人 23 人 

合計 43 人 54 人 54 人 51 人 59 人 54 人 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 
  
⑵ 計画の数値目標の状況（自殺死亡率の推移） 

数値目標の状況については、計画策定時に現状値として採用した 2017 年の自殺死

亡率は 14.39 でしたが、その直後上昇に転じ、コロナ禍の 2021 年（19.38）を除き

国・県を上回る 17 台で推移し、直近の 2022 年に国・県と同水準まで低下したとこ

ろです。 
 

【計画の数値目標の状況】 
評価項目 

計画策定時 
（2017 年） 

現状値 
（2022 年） 

2023 年までの 
目標値 

2028 年までの 
目標値 

自殺死亡率 
（人口 10万人当たりの 

自殺者数） 
14.39 17.71 0 0 

 

 

文 教 厚 生 常 任 委 員 会 資 料 

2023 年（令和 5 年)9 月 20 日 
福祉局あかし保健所相談支援課 

年 ～19歳 ～29 歳 ～39 歳 ～49 歳 ～59 歳 ～69 歳 ～79 歳 80 歳以上 合計 
2019 年 0 人 7 人 8 人 4 人 12 人 8 人 9 人 6 人 54 人 
2020 年 1 人 12 人 5 人 10 人 8 人 2 人 7 人 6 人 51 人 
2021 年 3 人 6 人 8 人 12 人 11 人 10 人 5 人 4 人 59 人 
2022 年 4 人 5 人 5 人 14 人 9 人 6 人 4 人 7 人 54 人 



2 

⑶ 中間評価の総括 

計画策定当初と比べ新型コロナウイルス感染症の拡大など社会経済状況が大きく

変化していることや若年層・女性の自殺者数の増加、新たな自殺総合対策大綱の策

定、計画の数値目標の状況、本市における自殺者の状況分析を踏まえ、今後の優先

的に取り組むべき事項を整理したうえで、自殺対策について総合的に取組を進めて

いきます。 
 

２ 優先的に取り組むべき事項及び今後の取組の方向性（別紙資料１参照） 

⑴ 子ども・若者の自殺対策の更なる推進〔充実〕 

命の大切さ・尊さ、SOS の出し方や適切な対応を含めたこころの健康の保持に係る

教育等の推進に加え、子ども・若者の自殺危機に対応するには学校や地域の支援者

などが相互に連携し、SOSを受け止められる仕組みを構築することが求められます。 

さらに、子どもや若者がコミュニケーションの手段として SNS を活用する人が多

いことを踏まえ、電話や面談、訪問の相談だけでなく、日常的に利用している SNS な

どを活用した相談の機会を確保できるよう新たな取組を展開していきます。 

⑵ 女性に対する支援の強化〔新規〕 

新型コロナウイルス感染症感染拡大で顕在化した課題（配偶者からの暴力（DV）、

育児、介護疲れ、雇用問題など）を踏まえた女性の自殺対策を「優先的に取り組むべ

き事項」として、本計画の基本的施策に新たに位置づけて取組を強化することとし、

様々な困難・課題を抱える女性に寄り添ったきめ細かい相談支援などを推進してい

きます。 

 ⑶ 地域における支援体制の強化（ゲートキーパーの養成、活動の支援）〔充実〕 

自殺に関する正しい知識を普及するとともに、自殺の危険を示すサインに気付き、

声を掛け、話を聞き、必要に応じて専門家につなぎ、見守る「自殺予防ゲートキーパ

ー」の役割を担う人材を増やしていくことが重要です。 

また、ゲートキーパーが活動しやすくなるよう、広報活動などによりその存在の

周知度を高めるとともに、必要な支援情報を盛り込んだゲートキーパー手帳を新た

に作成するなど活動支援を行っていきます。 
 

３ スケジュール 

令和5年 7月 
第 1 回自殺対策推進会議の開催〔7月 4日〕 

（自殺の現状・計画の進捗状況の確認など） 

8 月 
第 2回自殺対策推進会議の開催〔8月 28日〕 

（中間評価、報告書（素案）のとりまとめ） 

9 月 市議会報告①（中間評価報告書（素案）） 

10 月 報告書（素案）のパブリックコメント〔1 カ月〕 

12 月 市議会報告②（中間評価報告書（案）） 

令和 6年 1月 中間評価報告書の策定、周知（広報あかし、市 HP掲載など） 

 

４ 参考 

「明石市自殺対策計画」及び「自殺総合対策大綱」については、別紙資料２及び別

紙資料３参照。 
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明石市自殺対策計画の見直し（中間評価）について 

 

明石市自殺対策計画（2019 年度～2028 年度）は、自殺対策基本法に基づく「市町

村自殺対策計画」として、2019 年（平成 31 年）3 月に策定しました。本計画は、「自

殺総合対策大綱」の改訂に合わせ、おおむね 5 年を目途に見直しを行うこととされて

います。 

令和 4 年 10 月に国において同大綱が新たに閣議決定されたことから、計画期間の

中間年にあたる令和 5 年度に「明石市自殺対策推進会議」を開催し、本計画の中間評

価を実施するとともに、評価の総括として優先的に取り組むべき事項や取組の方向性

などを盛り込んだ中間評価報告書をとりまとめました。 

 

１ 明石市自殺対策計画の概要 

⑴ 期間 

2019 年度（令和元年度）～2028 年度（令和 10 年度）の 10 年間 

⑵ 位置づけ 

① 自殺対策基本法第 13 条に定める「市町村自殺対策計画」 

  ② 「あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第 6 次長期総合計画）」の個別計画（各

分野の展開を定める計画） 

   ※持続可能な世界を実現するための 2030 年までの世界の開発目標

「SDGs」のうち「3 すべての人に健康と福祉を」及び「17 パートナ

ーシップで目標を達成しよう」の達成に向けて取り組む。 

⑶ 基本理念 

「誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち」～自殺ゼロを目指して～ 

⑷ 基本目標 

「一人ひとりがかけがえのない個人として尊重されることで、自殺ゼロを目指す」  

⑸ 計画の数値目標 

 

⑹ 基本方針 

  ① 「生きることの包括的な支援」として推進 

  ② 相談支援ネットワークの強化 

  ③ ライフステージ等に応じたきめ細やかな対策を推進 

⑺ 基本的施策 

① 相談体制の充実・強化 

② ハイリスク者への支援の強化 

③ 地域における支援体制の強化 

④ ライフステージに応じた取組 

⑤ 自死遺族等への支援 

評価項目 計画策定時（2017 年） 2023 年までの目標値 2028 年までの目標値 

自殺死亡率 

（人口 10 万人当たりの自殺者数） 
14.4 0 0 
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⑥ 自殺防止のための環境整備 

 

２ 新たな自殺総合対策大綱の策定 

国においては、自殺対策基本法に基づき今後 5 年間の自殺対策の指針となる新た

な「自殺総合対策大綱」を令和 4 年 10 月に閣議決定しました（今回で 3 回目）。 

同大綱では、自殺者数は依然として毎年 2 万人を超える水準で推移しており、男

性が大きな割合を占める状況は続いているものの、新型コロナウイルス感染症の影

響で自殺の要因となる様々な問題が悪化したことなどにより、女性は 2 年連続の増

加、小中高生は過去最多の水準となっていることから、女性や子ども・若者への支

援の強化を新たに盛り込み、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を

目指すとしています。 

 

なお、地方公共団体に対しては、大綱や地域の実状等を踏まえ、既存の地域自殺

対策計画の見直しを行うよう要請しています。 

 

３ 自殺の現状・課題 

 ⑴ 全国の自殺者数の推移 

自殺対策基本法が成立した平成 18 年とコロナ禍以前の令和元年の自殺者数を比

較すると、自殺者総数は 37%減、男性は 38%減、女性は 35%減となりました。（H18：

32,155 人→ R 元：20,169 人） 

令和 2 年は自殺者総数が 11 年ぶりに前年を上回り、令和 3 年は女性の自殺者数

が 2 年連続で増加しました。 

【自殺者総数・男女別の推移】 

 
※出典：厚生労働省「自殺総合対策大綱のポイント」【※警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成】 

【自殺総合対策大綱のポイント】 

①子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化 

②女性に対する支援の強化〔新規〕 

③地域自殺対策の取組強化 

④総合的な自殺対策の更なる推進・強化 

（単位：人） 
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また、小中高生の自殺者数は、自殺者総数が減少傾向にある中でも増加傾向

となっています。令和 2 年には小中高生の自殺者数が過去最多となり、令和 3

年には過去 2 番目の水準となりました。 

 

【小・中・高生の自殺者数の推移】 

 
※出典：厚生労働省「自殺総合対策大綱のポイント」【※警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成】  

 

⑵ 明石市の自殺者数の現状 

① 自殺者総数と自殺死亡率の推移 

明石市は、計画策定時直前の平成 28 年から平成 29 年までは自殺者数が減少

していましたが、平成 30 年を境に近年は 50 名を超える自殺者数となっていま

す。令和 3 年の自殺者総数は 59 人となりましたが、令和 4 年には 54 名と減少

しました。年代別では各年で変化はあるものの幅広い世代で自殺者の増加傾向

がみられており、特に近年は子ども・若者の自殺者数増加が喫緊の課題となって

います。 

また、自殺死亡率※においても同様に、平成 29 年までは全国を下回っていま

したが、平成 30 年以降は反対に全国よりも高い数値で推移しています。 

※「自殺死亡率」…人口 10 万人当たりの自殺者数 
 

【全国・兵庫県と比較した自殺者数と自殺死亡率の推移】 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」  

 

 

（単位：人） 

（単位：人） 

2020年(R2) 2021年(R3) 2022年(R4)

国 104,092 20,668 19,974

2018 ～2022年 2018年(H30) 2019年(R1)

891 945

市 272 54 54 51 59

20,907 20,820 21,723

県 4,509 929 863 881

17.25

県 16.62 15.49 15.88 16.13 17.22

54

17.93 17.81 16.78

国

―

16.18 15.67 16.44 16.44

19.38 17.71市

自
殺
者
数

自
殺
死
亡
率
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【自殺死亡率の推移】  

 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」  

② 男女別自殺者数の推移 

本市の平成 30 年～令和 4 年の 5 年間の自殺者の総数は 272 名、男女構成比

は、男性 65.4％、女性 34.6％となっています。国、県も同様の傾向がみられ

ます。 

【男女別自殺者数】 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」  

③ 年齢別自殺者数の推移 

令和 4 年の本市の自殺者数は、19 歳以下と 40 歳代、80 歳以上の年齢層が前

年を上回っています。他の年齢層では減少しており、特に 60 歳代では大きく減

少となりました。また、60 歳代、70 歳代が占める割合は年々減少傾向となって

います。平成 30 年～令和 4 年の 5 年間においては、40 歳代、50 歳代の自殺者

でほぼ 4 割を占めています。 

また、令和 4 年の男女の年代別の自殺者数では、男性では 40 歳代、女性では

80 歳代が最も多くなっています。平成 30 年～令和 4 年の 5 年間においては、女

性では 19 歳以下で増加傾向がみられます。 
 

【年齢別自殺者数】 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」  

23女性 94 16 19 18 18

男性 178 38 35 33

性別 2018～2022年 2018年(H30) 2019年(R1)

41 31

2020年(R2) 2021年(R3) 2022年(R4)

2318 59 41 18 54 3116 54 35 19 5154 38

1 7 1 6

計 272 178 94

1 6 3 3 4 36 5 1 6 5

33

2

80歳～ 29 17 12

2 5 4 1 4 22 9 7 2 7 56 470～79歳 31 22 9

4 6 6 0

50～59歳 52 28 24

4 2 1 1 10 66 4 2 8 4

5

60～69歳 32 21 11

6 5

1 14 10

6 6 8 512 5 3 11 8 3 9 47 12

5 5 21 8 7 1 5 3

4

30～39歳 32 20 12

2 10 7 3 12 1114 12 2 4 2

3

40～49歳 54 42 12

2 8 3

～19歳 9 4 5

3 12 9 3 63 2 1 7 420～29歳 33 24 9

10 0 0 0

2 5 5 04

31 01 1 1 3 2 1 4

総数 男 女 総数 男

2021年(R3) 2022年(R4)

総数 男 女
年代

2018～2022年 2018年(H30) 2019年(R1) 2020年(R2)

女 総数 男 女女 総数 男 女 総数 男
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④ 職業別の状況 

職業別構成比を平成 30 年から令和 4 年の 5 か年合計でみると、本市では、有

職者の割合が 36.8％で最も多く、次いで、年金雇用保険等生活者が 31.3％、そ

の他無職者 19.5％となっています。国、兵庫県においても、ほぼ同様の傾向が

みられます。 

また、男女に分けて比較すると、男性は、有職者が 43.3％と最も多く、女性

は、無職が 75.5％、うち年金・雇用保険等生活者が 37.2％と最も多い割合を占

めています。女性の職業別自殺者は、男性と比較し無職者の割合が高く、また学

生等が男性と比較し 8.5%と高い割合となっています。 
 

【職業別自殺者数】 

 

【職業別構成比（全体）】 

 

【職業別構成比（男性）】 

 

【職業別構成比（女性）】 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」  

⑤ 自殺の原因・動機の状況 

自殺の原因・動機を平成 30 年～令和 4 年の 5 か年でみると健康問題が 189 人

と最も多く、全体の 50.9％を占めています。次いで、家庭問題（58 人・15.6％）、

経済・生活問題（44 人・11.9％）となっています。全国、兵庫県と比較すると家

2021年(R3) 2022年(R4)

総数 男 女
職業

2018～2022年 2018年(H30) 2019年(R1) 2020年(R2)

女 総数 男 女

自営業・家族従事者

女 総数 男 女 総数 男総数 男 女 総数 男

1 3 3 00 5 5 0 3 2
4

3 3

無職 169 98 71

9 16 13 3 16

34 22

100 77 23
1416 12 4 23 14

19

被雇用・勤め人 2

14 40 24 16 37 1812 26 16 10 32 18

15 11

3

無職者 156 93 63

0 2 0 2 5 32 1 1 0 0

16

学生・生徒等 13 5 8 2 4 1

12 35 21 14 33 1711 26 16 10 30 1832 21

1

失業者 11 11 0

2 0 0 0 3 01 0 1 2 0

0

主婦 7 0 7 3 1 0

0 3 3 0 0 00 2 2 0 2 24 4

12

その他の無職者 53 32 21

5 14 7 7 18 1318 12 6 17 12

3

年金・雇用

保険等生活者
85 50 35 5 18 6

5 11 5 6 14 114 5 2 3 14 99 5

54 38

0 2 2 0

計 272 178 94

0 0 0 0 0 01 1 0 0 0不詳 3 3 0

2318 59 41 18 54 3116 54 35 19 51 33

※2022 年より【自営業者・家族従事者】【被雇用・勤め人】の区別無  

主婦 失業者 年金・雇用保険 その他無職

自殺者数 100 169 13 7 11 85 53 3 272
割合 36.8% 62.1% 4.8% 2.6% 4.0% 31.3% 19.5% 1.1% 100.0%

不詳 合計
2018年(H30)

～

2022年(R4）
有職者 無職

学生等
無職者

主婦 失業者 年金・雇用保険 その他無職

自殺者数 77 98 5 0 11 50 32 3 178
割合 43.3% 55.1% 2.8% 0.0% 6.2% 28.1% 18.0% 1.7% 100.0%

2018年(H30)

～

2022年(R4）
有職者 無職 不詳 合計

学生等
無職者

主婦 失業者 年金・雇用保険 その他無職

自殺者数 23 71 8 7 0 35 21 0 94
割合 24.5% 75.5% 8.5% 7.4% 0.0% 37.2% 22.3% 0.0% 100.0%

2018年(H30)

～

2022年(R4）
有職者 無職 不詳 合計

学生等
無職者
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庭問題の割合が高くなっています。 

平成 30 年～令和 4 年の本市の自殺の原因・動機を男女別に比較すると、男性

は健康問題が 106 人（44.4％）と最も多く、次いで経済・生活問題が 40 人（16.7％）、

家庭問題が 36 人（15.1％）と高い割合を占めています。一方女性は、健康問題

が 83 人（62.9％）と最も多く、男性と比較して女性は健康問題が自殺の原因・

動機に大きく関与していると考えられます。 
 

【自殺の原因・動機（国・県・市）】 

 

【自殺の原因・動機（男性）】 

 

【自殺の原因・動機（女性）】 

 

⑥ 自殺未遂歴の状況 

自殺者の自殺未遂歴の有無を平成 30 年～令和 4 年の 5 か年合計でみると、自

殺未遂歴のある人は全体の 22.2％となっており、全国や兵庫県もほぼ同様の傾

向です。また、男女で比較すると、自殺未遂歴のある人は、男性は 13.2％、女性

は 39.3％で男女比に差がみられ、女性は全国や兵庫県と比較しても高い割合を

示しています。 

なお、消防局などからの自殺未遂者の情報提供事案が高止まり（R4:244 件、

R3:228 件、R2:243 件）しており、本人及びその家族等への早期かつ適切な包括

的ケアを行い、再企図を予防する必要があります。 

【自殺未遂歴の割合】 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 

 

【自殺未遂者等情報提供受理状況】 

※警察署からの情報提供は年度で管理している為、年度毎で集計している 

 

項目 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

自殺未遂者情報提供 

（消防局、警察署など） 
243 件 228 件 244 件 

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳
2018-2022 17183 52856 17949 10738 3842 2058 6351 24881

割合 12.6% 38.9% 13.2% 7.9% 2.8% 1.5% 4.7% 18.3%
2018-2022 819 3130 801 564 142 87 208 290

割合 13.6% 51.8% 13.3% 9.3% 2.4% 1.4% 3.4% 4.8%
2018-2022 58 189 44 40 11 8 9 12

割合 15.6% 50.9% 11.9% 10.8% 3.0% 2.2% 2.4% 3.2%

国

県

市

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳
2018-2022 36 106 40 30 7 4 8 8
割合 15.1% 44.4% 16.7% 12.6% 2.9% 1.7% 3.3% 3.3%

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳
2018-2022 22 83 4 10 4 4 1 4

割合 16.7% 62.9% 3.0% 7.6% 3.0% 3.0% 0.8% 3.0%

2018-2022 全国 全国（男） 全国（女） 兵庫県 兵庫県(男） 兵庫県（女） 明石市 明石市（男） 明石市(女）

未遂歴有 19.5% 14.7% 29.7% 20.2% 14.6% 31.7% 22.2% 13.2% 39.3%
未遂歴無 62.6% 66.2% 55.2% 70.8% 76.0% 60.1% 65.9% 73.1% 52.4%
不詳 18.0% 19.4% 15.1% 9.0% 9.4% 8.2% 11.8% 13.6% 8.3%
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⑦ 自殺者の特徴 

効果的な自殺対策を推進していくためには、自殺の原因や背景、自殺者の特徴

的な属性など自治体における自殺の実態を分析・把握し、計画づくりや取組方針

に反映させることが求められます。 

そのため、一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター（厚生労働大臣指

定法人）が全自治体の自殺実態をまとめた「地域自殺実態プロファイル」を利用

し、本市における自殺の実態を次のとおり分析しました。なお、「明石市自殺対

策計画」策定時との経年比較ができるよう直近のデータと対比させています。 

 

【自殺者の特徴（2016 年、計画策定時）】 

※出典：地域自殺実態プロファイル 2017（JSSC2017）  

※ 1 順位は自殺者数の多さに基づきます。 

※ 2 区分については、自殺で亡くなる人の割合が多い属性（性別×年代別×職業の有無別×同居人の有無別）を示しています。  

※ 3 「背景にある主な自殺の危機経路」…NPO 法人ライフリンクが行った 500 人以上の自殺で亡くなった方についての実態調査から、自殺は、

平均すると 4 つの要因が連鎖して引き起こされており（参考：図１）、それらの要因の連鎖のプロセス（「自殺の危機経路」という）は、

性、年代、職業等の属性によって特徴が異なることが明らかになりました。（『自殺実態白書 2013』（NPO 法人ライフリンク）） 

 

【自殺者の特徴（2021 年）】 

※出典：地域自殺実態プロファイル 2022（JSCP2022）  

 

上位５区分 
自殺者数 

５年計 
割合 背景にある主な自殺の危機経路 

① 
男性 60 歳以上 

無職・同居 
31 人 11.4% 失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺 

② 
女性 60 歳以上 

無職・同居 
26 人 9.5% 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

③ 
男性 40～59 歳 

有職・同居 
24 人 8.8% 配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

④ 
男性 60 歳以上 

無職・独居 
23 人 8.4% 失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来生活への悲観→自殺 

⑤ 
男性 40～59 歳 

無職・同居 
21 人 7.7% 失業→生活苦→借金＋家族間の不和→うつ状態→自殺 

上位５区分 
自殺者数 

５年計 
割合 背景にある主な自殺の危機経路 

① 
男性 60 歳以上 

無職・同居 
32 人 12.3%(↑) 失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺 

② 
男性 40～59 歳 

有職・同居 
27 人 10.3%(↑) 配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

③ 
男性 20～39 歳 

有職・同居 
21 人 8.0%(↑↑) 職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺  

④ 
男性 60 歳以上 

無職・独居 
17 人 6.5%(↓) 失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来生活への悲観→自殺 

⑤ 
女性 40～59 歳 

無職・同居 
16 人 6.1%(↑↑) 近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病→自殺 

【「地域自殺実態プロファイル」に含まれる情報】 

○地域の自殺者の特徴 

○属性（男女、年齢、同居人の有無、雇用状況、自殺未遂歴など）別の自殺者数 

○学生・生徒等の自殺者数 

○自殺の手段別の自殺者数 

○地域の事業所数、従業者数 

○住民の悩みやストレスの状況、こころの状態 など 
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⑶ 明石市の自殺の課題 

① 子ども・若者及び女性の自殺者の増加 

本市における 2022 年の自殺者総数は 54 人で前年比 5 人減となりましたが、

直近 5 年では年間 50 人を上回る市民の尊い命が自殺により失われている状況が

継続しています。特に近年は子ども・若者及び女性の自殺者数増加が喫緊の課題

です。 

また、消防局などからの自殺未遂者の情報提供事案が高止まりしており

（R4:244 件、R3:228 件、R2:243 件）、本人及びその家族等への早期かつ適切な

包括的ケアを行い、再企図を予防する必要があります。 

② 自殺予防ゲートキーパーの活動支援の強化 

社会経済状況の変化により生きづらさを抱える市民の更なる増加が懸念され

ることから、相談支援体制の拡充とともに関係機関などと連携した自殺予防の

取組を早急に実施していく必要があります。 

その一つとして自殺のリスク要因を抱える人の早期発見、早期対応に向け、身

近な地域や職域などにおいてゲートキーパーについての啓発・周知、活動がしや

すくなるような環境整備が課題となっています。 

    

４ 計画の見直しの考え方 

 ⑴ 見直しの根拠 

本計画の第 1 章「3 計画の期間」に基づき、国の「自殺総合対策大綱」の改訂

にあわせて計画の見直しを行います。 

⑵ 見直しの実施時期 

本計画は、2019 年度から 2028 年度までの 10 年の計画期間において、おおむね

5 年を目途に計画見直しを行うこととされていることから、中間年にあたる令和 5

年度に数値目標の状況や各種施策・取組の成果の把握など中間評価を行います。 

⑶ 見直しの実施方法 

関係機関・関係者などで構成する自殺対策推進会議における協議により、中間評

価を実施するとともに、優先的に取り組むべき事項及び今後の取組の方向性のほ

か、取組の充実・強化や新規事業の追加などを盛り込んだ中間評価報告書（素案）

をとりまとめるものとします。 

また、同会議への公募委員の参画や報告書素案に対するパブリックコメントの

実施により、市民など広く一般の意見を報告書の内容に反映させます。 

【会議の流れ】 

 

 

   

 

【ゲートキーパーの周知度（国調査）】 

○「ゲートキーパーを知っている」12.3%  ○「ゲートキーパーを知らなかった」85.3%  ○「無回答」 2.3% 

※出典：「自殺対策に関する意識調査」（2021 年 8 月実施・厚生労働省、2009 人から回答）  

【第 1 回自殺対策推進会議】 

R5.7.4 開催  

○自殺の現状の確認  

○計画の進捗状況の確認（数値目標

の状況など） 

○優先的に取り組むべき事項の検討 

【第 2 回自殺対策推進会議】 

R5.8.28 開催 

○中間評価の総括 

・優先的に取り組むべき事項 

・今後の取組の方向性 

○中間評価報告書（素案）のとりまとめ 

【R4 年度関係機関連絡会議】 

R5.2.20 開催 

○現状把握（自殺の状況、取組事業の

実施状況、数値目標の状況など） 

○見直しの進め方の確認（中間評価） 

○論点整理（課題・対応の方向性） 
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なお、パブリックコメントなどによる意見を踏まえ、必要な修正などを加えた後、

中間評価報告書として策定するとともに、市ホームページなどを通じ周知を行い

ます。 

 ⑷ スケジュール 
  

令和 5 年 2 月 
関係機関連絡会議の開催〔2 月 20 日〕 

（現状把握、計画見直しの進め方の確認、論点整理） 

      5 月 自殺対策推進会議市民委員公募（広報あかし 5/1 号掲載）〔1 カ月〕 

7 月 
第 1 回自殺対策推進会議の開催〔7 月 4 日〕 

（自殺の現状・計画の進捗状況の確認、優先的に取り組むべき事項の検討） 

8 月 
第 2 回自殺対策推進会議の開催〔8 月 28 日〕 

（中間評価の総括、中間評価報告書（素案）のとりまとめ） 

9 月 市議会報告①（中間評価報告書（素案）） 

10 月 報告書（素案）のパブリックコメント〔1 カ月〕 

11 月 
（第３回自殺対策推進会議の開催） 

 ※パブコメの結果（件数・意見内容など）により、必要に応じ開催  

12 月 市議会報告②（中間評価報告書（案）） 

令和 6 年 1 月 中間評価報告書の策定、周知（広報あかし、市 HP 掲載など） 

 

５ 評価の方法 

⑴ 対策の点検と評価の考え方 

本計画に基づく施策の実施状況や目標の達成状況、その効果等を取組の評価指

標等を用いて把握します。ＰＤＣＡサイクルの視点から施策の見直しと改善に努

めます。 

 ⑵ 評価基準 

目標・指標項目の達成状況については、計画策定時値と現状値及び目標値・指標

を比較し、次の判定基準を用い 3 区分により評価を行います。 
 

【評価基準】 

判定基準 説明 

◎ 目標達成 目標値を達成したもの 

○ 改善傾向 計画策定時と比較し数値は改善しているが、目標値には達成していないもの 

△ 変化なし・悪化 計画策定時と比較し、数値に変化がないもの又は悪化したもの 

 

⑶ 評価にあたっての留意事項 

令和 2 年から始まった新型コロナウイルス感染症の拡大により、各種研修や啓

発イベントなどを中止せざるを得ない状況となり、自殺対策の取組推進に大きな

影響を生じさせました。 

また、コロナ禍により経済や雇用問題に限らず、健康・家庭など様々な問題が継

続している状態であり、こういった背景を踏まえ、目標・指標の評価を行うものと

します。 
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６ 対策の点検と評価 

 ⑴ 計画の数値目標 

計画の数値目標について、計画策定後増加していた自殺死亡率は 2020 年（令和

2 年）に 16.78 に下がりましたが、令和 3 年から再び増加に転じ、直近の令和 4 年

は 17.71 となっており、数値目標の達成には至っていない状況です（下表参照）。 

自殺総合対策大綱では、自殺対策の数値目標について、「最終的に目指すべきは

そうした社会の実現であるが、前大綱において、当面の目標として、先進諸国の現

在の水準まで減少させることを目指し、令和 8 年までに、自殺死亡率を平成 27 年

と比べて 30％以上減少させることとされた。本大綱においても、引き続き、同様

の数値目標を設定する」こととされました。 

こうした国の方針を踏まえると、本市の目標値は、2017 年（平成 29 年）の年間

の自殺死亡率 14.4 を、2028 年までに概ね 30%程度の約 10.1 に減少させることに

なりますが、市をあげて自殺対策に取り組み、一人ひとりがかけがえのない個人と

して尊重される「誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち」の実現に向け、

計画策定時の考えのもと引き続き「自殺ゼロ」を目指すこととします。 
 

【計画の数値目標】 

評価項目 
計画策定時 

（2017 年） 

現状値 

（2022 年） 
評価 

2023 年までの 

目標値 

2028 年までの 

目標値 

自殺死亡率 

（人口 10 万人当たり

の自殺者数） 

14.4 17.71 △ 0 0 

 

⑵ 取組の評価指標 

目標の達成に向け、「計画的に取組が進められたか」を評価する 3 つの取組の評

価指標について、「自殺対策連絡協議会への参画団体数」を除き目標値を達成また

は改善傾向にあることが確認できます（下表参照）。 

なお、上記の協議会（現「明石市自殺対策推進会議」）を開催するにあたっては、

包括的支援を行うための関係機関等による地域連携のレベルにおいて、現状や課

題など実態にあわせ参画団体の構成や数を変え、より効果的・効率的な運用方法と

しています。 

計画の数値目標の達成に向け、引き続き各関係機関等との連携を更に密にしな

がら、包括的に取組を進めていきます。 
 

① 地域におけるネットワークの強化 

評価項目 
計画策定時  

（2017 年度） 

現状値 

（2022 年度） 
評価 2023 年 2028 年 

自殺対策連絡協議会 1 回／年 1 回／年 ◎ 1 回／年 1 回／年 

自殺対策連絡協議会 

への参画団体数 
17 団体 15 団体 △ 

計画策定時 

より増加 

計画策定時 

より増加 
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② 自殺対策を支える人材の育成 

評価項目 
計画策定時  

（2017 年度） 

現状値 

（2022 年度） 
評価 2023 年 2028 年 

専門職・市民向けゲ

ートキーパー研修 

受講者数 

延べ 1,225 人 延べ 2,748 人 ◎ 延べ 1,700 人 延べ 2,300 人 

「参加してよかっ

た」「自殺対策の理

解が深まった」と答

える人の割合（％） 

－ 94％ ◎ － 70％以上 

 

③ 市民への啓発と周知 

評価項目 
計画策定時 

（2017 年度） 

現状値 

（2022 年度） 
評価 2023 年 2028 年 

リーフレット等の配

布 
15,000 枚／年 40,010 枚／年 ◎ 30,000 枚／年 55,000 枚／年 

 

７ 自殺対策関連事業の実施状況（令和 4 年度） 

⑴ 実施状況及び達成度 

本計画は、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、社会

全体の問題である自殺を包括的に支援できるよう、庁内関係課や関係機関・団体

などの取組事業により自殺対策を全庁・全市的に推進しており、その自殺対策に

関連する事業の実施状況及び評価を毎年度実施し、進捗状況を把握しています。 
 

【事業の達成度】 

   

⑵ 実施状況の評価 

・事業全体（総事業数 170）のうち、評価が◎（実施できた）は 67 事業、〇（概

ね実施できた）は 37 事業となっており、約 6 割の計画掲載事業が順調に進捗し

ていると評価できます。 

基本的施策 事業数 

達成度 

◎ 

（当初の

予定どお

り実施で

きた） 

○ 

（おおむ

ね実施で

きた） 

 

△ 

（実施 は

不十分 だ

った） 

 

× 

実施でき

なかっ

た） 

 

評価困難 事業廃止 

（１）相談体制の充

実・強化 
88 30 21 8 5 23 1 

（２）自殺のハイリ

ス ク 要 因 を 抱 え る

人への支援の強化 

4 2 1 0 1 0 0 

（３）地域における

支援体制の強化 
34 12 9 4 1 5 3 

（４）ライフステー

ジに応じた取組 
35 17 5 4 2 6 1 

（５）自死遺族等遺

さ れ た 人 へ の 支 援

の充実 

4 2 1 1 0 0 0 

（６）自殺防止のた

めの環境整備 
5 4 0 1 0 0 0 

合計 170 67 37 18 9 34 5 

割合 100% 39% 22% 11% 5% 20% 3% 
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・一方、評価が△（実施は不十分）が 18 事業、×（実施できなかった）が 9 事

業で、16%程度の事業の進捗程度が芳しくない結果となりました。新型コロナウ

イルスの影響で事業等が中止、縮小するなど、予定どおり実施できなかった取組

がみられます。 

・事業別にみると、取り組み易さからか基本的施策「⑴相談体制の充実・強化」

に関する事業が多く、達成度も高い結果となっています。しかし、基本的施策

「⑷ライフステージに応じた取組」に関しては、事業評価で△（実施は不十分）

や×（実施できなかった）もあり、ライフステージ毎の特徴を捉え、事業を計

画・実施していく必要があります。 

 

８ 基本的施策ごとの主な取組・方向性 

 ⑴ 相談体制の充実・強化 

① これまでの主な取組の実績 

 ○ 「子育て相談ダイヤル」・「こども相談ダイヤル」について、24 時間・365

日体制で相談を受け付け、保護者の子育ての不安・負担の軽減を図り、子ど

もの家庭や学校での困りごとを聞き取ることにより、支援の必要な子ども及

び家庭の早期発見に努め、メールでの相談にも対応しました。また、令和 4

年度からはヤングケアラー相談も兼ねています。〔こども支援課〕 

・相談件数（令和 4 年度）：180 件程度／月 

 ○ ICT（情報通信技術）を活用した相談体制の確保では、インターネット上

にて市民が自殺に関する検索を行った際に、市の相談窓口等が掲載されたホ

ームページに誘導する広告表示を行う「インターネット検索連動型広告事

業」を令和 3 年度から新たに実施しました。そのほか、自殺予防週間（9

月）と自殺対策強化月間（3 月）にあわせ、SNS を活用した相談窓口などの

情報発信を行いました。〔相談支援課〕 

   ・相談窓口に関する情報のクリック率（令和 4 年度）：8％程度 

 ○ 深刻、複合的な問題を抱えている失業者、生活困窮者、ひとり親などは、

自殺リスクが高いと考えられるため、自殺対策の視点も考慮したうえで対象

者本人の状態や意向を把握し、課題に合わせ関係機関の間で連携を図りなが

ら就労支援を行いました。〔生活福祉課、ハローワーク明石、児童福祉課〕 

 ○ 自殺対策推進連絡会議の開催により、自殺リスク要因に関わる全ての相談

窓口が自殺予防の包括的な支援が行えるよう、地域連携のレベルにおいて関

係機関の相談窓口や関係団体が連携するネットワークづくりを進めました。

〔相談支援課、関係機関〕 

・開催回数（令和 4 年度）：1 回 

② 今後の取組の方向性 

○ 生きることの阻害要因である健康問題や経済問題などが依然として多いこ

とから、引き続き自殺のリスク要因となる様々な悩みや問題を抱えた人に対

する地域連携レベルでの相談支援体制の充実を、自殺対策推進会議を活用し

ながらネットワークの強化を図っていきます。 
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○ 失業や不安定雇用、貧困などの社会的な問題や家族問題、健康不安に対し

ても適切な相談窓口につなげ、社会や地域に対する信頼感を高め社会全体の

自殺リスクを低下させていきます。 

○ SNS（Twitter・Facebook・LINE）による情報発信や相談対応など、より効

果的な啓発方法や相談体制の充実・強化を図っていきます。 

  ③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

いのちの電話 

いのちと心のサポートダイヤル 
県いのち対策センター 

夜間電話法律相談 県弁護士会 

子育て相談ダイヤル・こども相談ダイヤル こども支援課 

経済問題等に係る相談体制の充実 
生活福祉課・市民相談室 

ハローワーク明石 

消費生活相談、多重債務に関する相談 市民相談室 

生活困窮者自立支援事業の実施 生活福祉課、ハローワーク明石 

多機関協働事業 地域共生社会室 

DV、配偶者からの暴力に関する相談 配偶者暴力相談支援センター 

ひとり親家庭相談、ひとり親家庭総合支援事業の実施 児童福祉課、ハローワーク明石 

こどもすこやかネットワークの推進 こども支援課 

自殺対策推進会議の開催 相談支援課、関係機関 

インターネット検索連動型広告事業の実施 相談支援課 

自殺対策 SNS 等相談連携事業〔新規〕 相談支援課 

 

 ⑵ 自殺のハイリスク要因を抱える人への支援の強化 

① これまでの主な取組の実績 

 ○ 自殺未遂で救急搬送された市民に対して明石市消防局及び搬送医療機関と

連携し、自殺未遂者本人または家族の同意が得られた場合に入院先や自宅等

を訪問し相談支援を行いました。〔相談支援課〕 

・消防局・医療機関との協議実施（令和 4 年度）：3 回 

・消防局からの情報提供（自殺未遂者等）受理状況（令和 4 年度）：133 件 

② 今後の取組の方向性 

○ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐなどハイリスク者に対応できるよう、

救急医療に携わる医療関係者や地域の保健福祉関係者に対する支援者研修を

実施するなど、地域の保健・医療・福祉など社会資源に応じた支援対策を推

進していきます。 

○ 消防局や救急病院との連携を強化し、早期支援を行うことにより再企図を

予防するため、本人はもとより見守る家族など身近な支援者への支援の充実

を図っていきます。 
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③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

自殺未遂者支援事業 相談支援課 

自殺未遂者対応研修の実施 相談支援課 

 

⑶ 地域における支援体制の強化 

① これまでの主な取組の実績 

 ○ 自殺予防週間（9 月）及び自殺対策強化月間（3 月）にあわせ、広報あか

しをはじめケーブルテレビ「明石かわらばん 135（静止画放送）」、庁内モニ

ターなどに相談窓口やゲートキーパーに関する啓発記事を掲載しました。そ

の他、関係機関に啓発リーフレットを配布しました。〔相談支援課〕 

 ○ 自殺対策と他の施策・取組との調整役を担う自殺対策担当チームを令和 5

年度に新たに設置するなど、自殺対策を地域づくりとして総合的に推進でき

るよう組織体制の強化を行いました。〔相談支援課〕 

 ○ 自殺のリスク要因を抱える人の早期発見、早期対応を図るため、自殺や自

殺関連事象に関する正しい知識を普及するとともに、自殺の危険を示すサイ

ンに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門職につなぎ、見守る自

人材を育成するため、自殺予防ゲートキーパー養成研修を実施しました。

〔相談支援課、明石市薬剤師会〕 

・自殺予防ゲートキーパー養成研修の実施（令和 4 年度）：7 回、延べ 1,263 人参加 

・「参加してよかった」「自殺対策の理解が深まった」と答える人の割合（令和 4 年度：

94％） 

・明石市薬剤師会認定ゲートキーパー養成研修会の開催（令和 4 年度）：2 回 

② 今後の取組の方向性 

○ 引き続き自殺予防ゲートキーパー養成研修を実施するとともに、今後優先

的に取り組むべき事項である女性や若者の支援者を対象とした支援者支援研

修も積極的に開催していきます。 

○ 人数や対象の制限がなく、繰り返し視聴することができる利点を活かした

研修動画を制作するとともに、養成されたゲートキーパーが地域において関

係機関を周知する際に活用できるよう、必要な支援情報を盛り込んだゲート

キーパー手帳を作成・配付し、活動を支援していきます。 

○ ハイリスク者に対応できるよう、より専門的で高度な知識を体系的に修得

できるような支援者向けの学習機会の提供と相談窓口への専門職の配置を促

進していきます。 

○ 属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支援を一体的

に行う「重層的支援体制整備事業」の実施など地域共生社会の実現に向けた

各種施策との連携強化を図っていきます。 
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  ③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

自殺予防に係る広報・啓発事業 相談支援課・広報課 

メンタルヘルスに関する出前講座 相談支援課 

ゲートキーパー養成研修の実施と活動支援 相談支援課・関係機関 

中小企業経営者に対する相談窓口の周知 相談支援課・関係機関 

関係課や関係機関の既存研修を活用した人材育成の場

の開拓                          
相談支援課 

自殺対策に関わる専門研修等の実施 

※地域総合支援センター職員、介護支援専門員、ボラ

ンティア団体 等 

相談支援課 

市民対応職員等への自殺予防研修の実施 相談支援課 

各地域における自殺対策事業 相談支援課 

子育て支援センター運営事業 子育て支援課 

ＡＫＡＳＨＩユーススペース 子育て支援課 

地域支え合いの家設置運営事業 地域共生社会室 

視聴用ゲートキーパー研修動画の制作・提供〔新規〕 相談支援課 

ゲートキーパー手帳の作成・配布〔新規〕 相談支援課 

 

⑷ ライフステージに応じた取組 

① これまでの主な取組の実績 

 ○ 長期休暇明けは若年層の自殺者が増加する傾向にあり、精神的不調を来し

た若年層が早期に相談につながることができるよう、夏季休暇前に市立中学

校及び市内公立高校の全生徒を対象とした若年層向け自殺予防リーフレット

を配布しました。〔相談支援課〕 

・自殺予防リーフレット配布枚数（令和 4 年度）：14,620 枚 

 ○ 市内の児童生徒がいじめ問題について考える「“いじめストップあかし”

こども会議」の開催など様々な啓発事業や、全児童生徒を対象としたアンケ

ートの実施などにより、いじめの早期発見、即時対応を図りました。〔児童

生徒支援課〕 

・こどもサミットの参加者（令和 4 年度）：47 名 

・アンケートの実施人数（令和 4 年度）：小学生約 15,000 名、中学生約 7,000 名 

〇 出前講座やグループ支援のなかで、地域の高齢者に対して地域総合支援セ

ンター等の相談窓口の紹介などを行いました。また、活動が継続できなくな

っている人を把握した場合は、必要に応じ同センター等に連携するほか、人

とのつながりが途切れないよう側面的な支援を行いました。〔地域共生社会

室〕 

② 今後の取組の方向性 

○ 命の大切さ・尊さ、SOS の出し方や適切な対応を含めたこころの健康の保持

に係る教育等の推進に加え、子ども・若者の自殺危機に対応するため学校や地

域の支援者などが相互に連携し、SOS を受け止められる仕組みを構築していき

ます。 
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○ 子どもや若者がコミュニケーションの手段として SNS を活用する人が多い

ことを踏まえ、電話や面談、訪問の相談だけでなく、日常的に利用している SNS

などを活用した相談の機会を確保できるよう新たな取組を展開していきます。 

○ 産後うつの予防を図る観点から、引き続き産婦健康診査で心身の健康状態

や生活環境等の把握を行い、早期支援に繋げていきます。 

○ 子育てや DV、介護、親子、夫婦などの家庭問題や心身の健康問題について、

相談者のニーズ把握とニーズに沿った解決を目標として、関係機関や庁内関

係課と連携しながら更なる取組を推進していきます。 

○ 企業を対象に働き方改革やハラスメント研修会の開催、人事労務個別相談、

ワーク・ライフ・バランスの取組紹介など、職域におけるメンタルヘルス向上

のための健康経営を推進していきます。 

  ③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

明石市立図書館・西部図書館の利活用 本のまち推進課・関係機関 

若年層向け普及啓発事業 相談支援課 

わくわく地域未来塾運営 教育企画室青少年教育担当 

教職員向けの自殺予防研修 児童生徒支援課 

いじめ防止対策事業 児童生徒支援課 

教育相談 児童生徒支援課 

若年者の就労支援事業 あかし若者サポートステーション 

全妊婦面談、産前産後サポート事業等の子育て世代包

括支援センター業務 
こども健康課 

新生児訪問指導、乳幼児健康診査事業 こども健康課 

不妊・不育治療費助成事業 保健総務課 

ワーク・ライフ・バランスの推進 男女共同参画課 

庁内職員・学校職員の健康管理  職員室・学校教育課 

学校職員ストレスチェック 学校教育課 

ひょうご仕事と生活センター事業の推進 県労政福祉課 

高年クラブ活動支援事業 高齢者総合支援室 

介護予防普及啓発事業、自主グループ活動支援事業 地域共生社会室 

認知症家族会への支援 高齢者総合支援室 

産後健康診査の助成〔新規〕 こども健康課 

 

⑸ 自死遺族等遺された人への支援の充実 

① これまでの主な取組の実績 

 ○ 不眠や PTSD 症状など自死遺族からの相談に応じ、適切な医療機関や社会

資源の情報提供を行いました。〔相談支援課〕 

・相談件数（令和 4 年度）：面談 1 件、電話相談 10 件 

 ○ 子どもの自殺及び未遂事案などが発生した場合は、児童相談所や教育関係

機関などと連携した対応を行うほか、遺族支援団体など相談窓口の教示を行

いました。〔明石警察署〕 
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② 今後の取組の方向性 

○ 自殺リスクが高い自死遺族に対し、身近で起こった自殺の心理的な影響を

できる限り少なくするため、自殺者や遺族のプライバシーに配慮しながら、

遺族に寄り添った対応を促進するなど遺された人々への支援を充実していき

ます。 

  ③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

グリーフケア研修、支援者向けの講演会の実施 相談支援課 

自死遺族の相談 相談支援課 

自殺・自殺未遂が発生した家庭、学校等への対応支援 相談支援課 

遺族支援団体との連携 相談支援課 

 

⑹ 自殺防止のための環境整備 

① これまでの主な取組の実績 

 ○ 自殺対策推進連絡会議の開催により、自殺リスク要因に関わる全ての相談

窓口が自殺予防の包括的な支援が行えるよう、地域連携のレベルにおいて関

係機関の相談窓口や関係団体が連携するネットワークづくりを進めました。

〔相談支援課、関係機関〕（※再掲） 

・開催回数（令和 4 年度）：1 回 

 ○ 精神症状のために精神科医療へのアクセスが困難で生活に支障を来してい

る市民に、精神科医を含めた訪問相談（アウトリーチ）を実施しました。

〔相談支援課、明石市医師会〕 

・実施回数（令和 4 年度）：2 回 

② 今後の取組の方向性 

○ 自殺事案の発生の理由と原因の因果関係を明確にするため、統計データか

ら自殺（未遂）原因を分析し現状を把握することにより、自殺対策の充実を

図っていきます。 

○ 自殺対策計画の進捗状況の把握・検証や自殺の原因・背景に基づいた情報

交換や連携方策の検討を行うなど、関係機関が連携しながら相談支援体制の

強化・充実を図り、自殺対策を総合的に推進していきます。 

  ③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

自殺・自殺未遂者の情報共有、データ分析 相談支援課、関係機関 

自殺対策推進会議の開催（※再掲） 相談支援課、関係機関 

自殺未遂者連絡会の開催 相談支援課、消防局、明石警察署 

あかし精神障がい者アウトリーチ事業 相談支援課、明石市医師会 

精神科医療機関リストの作成 相談支援課 

精神科病院連絡会の開催 相談支援課 
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⑺ 女性に対する支援の強化〔新規〕 

① これまでの主な取組の実績 

   ○ 「女性に対する暴力をなくす運動（毎年 11 月 12 日～25 日）」の啓発に合

わせ、啓発展示物に自殺予防や相談窓口に関する情報を記載するなど、相談

に繋げられるよう努めました。〔男女共同参画課〕 

○産前・産後は育児への不安などからうつのリスクを抱える危険があるため、

早期段階から保健師・助産師が関与し、必要な助言・指導などを提供すると

ともに、退院後も他の専門機関と連携して支援を継続することにより、自殺

リスクの軽減を図りました。〔こども健康課〕 

・相談件数（令和 4 年度）：1,020 件程度 

② 今後の取組の方向性 

○ 新型コロナウイルス感染症感染拡大で顕在化した課題（配偶者からの暴力

（DV）、育児、介護疲れ、雇用問題など）を踏まえた女性の自殺対策を「優先

的に取り組むべき事項」として、本計画の基本的施策に新たに位置づけて取組

を強化することとし、様々な困難・課題を抱える女性に寄り添ったきめ細かい

相談支援などを推進していきます。 

③ 主な取組事業 

取組事業 担当課、関係機関・団体 

女性に対する暴力をなくす運動（毎年 11 月 12 日～25

日）啓発の実施 
男女共同参画課 

配偶者暴力相談支援センターによる相談支援の実施 配偶者暴力相談支援センター 

全妊婦面談、産前産後サポート事業等の子育て世代包

括支援センター業務 ※再掲 
こども健康課 

新生児訪問指導、乳幼児健康診査事業 ※再掲 こども健康課 

産後健康診査の助成〔新規〕 ※再掲 こども健康課 

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に

基づく相談体制の検討〔新規〕 
男女共同参画課 

 

９ 中間評価の総括 

⑴ 自殺の現状・課題 

2019 年 3 月に自殺対策に特化した「明石市自殺対策計画」を策定以降、市全体

で推進体制を整備し関係機関と連携を行いながら、「一人ひとりがかけがえのない

個人として尊重されることで、自殺ゼロを目指す」基本目標の達成に向け、様々な

取組事業を展開してきました。しかしながら、計画期間の中間にあたる現段階では、

目標の「自殺ゼロ」には至っていない状況です。 

また、本市における自殺の現状として、2022 年の自殺者総数は 54 人で前年比 5

人減となりましたが、直近 5 年では年間 50 人を上回る市民の尊い命が自殺により

失われている状況が継続しており、特に近年は子ども・若者及び女性の自殺者数増

加傾向にあります。 
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【年齢別自殺者数の推移】 

年 ～19 歳 ～29 歳 ～39 歳 ～49 歳 ～59 歳 ～69 歳 ～79 歳 8 0 歳 以 上 合計 

2019 年 0 人 7 人 8 人 4 人 12 人 8 人 9 人 6 人 54 人 

2020 年 1 人 12 人 5 人 10 人 8 人 2 人 7 人 6 人 51 人 

2021 年 3 人 6 人 8 人 12 人 11 人 10 人 5 人 4 人 59 人 

2022 年 4 人 5 人 5 人 14 人 9 人 6 人 4 人 7 人 54 人 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 

【男女別自殺者数の推移】 

性別 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

男性 27 人 38 人 35 人 33 人 41 人 31 人 

女性 16 人 16 人 19 人 18 人 18 人 23 人 

合計 43 人 54 人 54 人 51 人 59 人 54 人 

※出典：厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 

⑵ 計画の数値目標の状況 

計画の数値目標の状況については、計画策定時（2019 年 3 月）に現状値として

採用した 2017 年の自殺死亡率は 14.39 でしたが、その直後上昇に転じ、コロナ禍

の 2021 年（19.38）を除き国・県を上回る 17 台で推移し、直近の 2022 年に国・県

と同水準まで低下したところです。 
   

  【自殺死亡率の推移（国・県・市）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【計画の数値目標の状況】 

評価項目 
計画策定時 

（2017 年） 

現状値 

（2022 年） 

2023 年までの 

目標値 

2028 年までの 

目標値 

自殺死亡率 

（人口 10 万人当たりの自殺者数） 
14.39 17.71 0 0 

 

⑶ 中間評価の総括 

計画策定当初と比べ新型コロナウイルス感染症の拡大など社会経済状況が大き

く変化していることや若年層・女性の自殺者数の増加、新たな自殺総合対策大綱の

策定、計画の数値目標の状況、本市における自殺者の性別、年齢、職業、原因・動

機、未遂歴などの状況分析を踏まえ、今後の優先的に取り組むべき事項を次のとお
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り整理したうえで、自殺対策について総合的に取組を進めていきます。 

 

そのうえで、本市では「誰一人取り残さないまちづくり」を基本理念として市

政運営を進めてきたことから、性別・年齢・職業などに関わらず、全ての対象者

への対策を継続して実施していきます。 

また、優先的に取り組むべき事項として掲げた取組の実績や進捗状況などを評

価するため、計画策定時に設定した取組指標に加え、新たな視点での取組項目で

ある「子ども・若者の自殺対策」及び「女性に対する支援」について、次のとお

り取組の評価指標を追加設定します。 
 

【「子ども・若者の自殺対策の更なる推進」の取組指標】 

評価項目 
計画策定時  

（2017 年度） 

現状値 

（2022 年度） 
2023 年度 2028 年度 

教職員向けゲートキーパー 

研修受講者数 
－ － 延べ 0 人 延べ 2,000 人 

SNS 等地域連携包括支援事業 

による「つなぎ支援」 
－ － 実施 実施 

  

【「女性に対する支援の強化」の取組指標】 

評価項目 
計画策定時  

（2017 年度） 

現状値 

（2022 年度） 
2023 年度 2028 年度 

庁内外関係機関との連携強化 

（本人等からの相談及び関係

機関との連携総数のうち、関

係機関との連携の割合） 

－ 
52％ 

（1,363/2,606 件） 

50％以上を 

保持する 

50％以上を 

保持する 

 

10 優先的に取り組むべき事項及び今後の取組の方向性 

 ⑴ 子ども・若者の自殺対策の更なる推進〔充実〕 

近年の子ども・若者の自殺者数が増加傾向にあることから、命の大切さ・尊さ、

SOS の出し方や適切な対応を含めたこころの健康の保持に係る教育等の推進に加

え、子ども・若者の自殺危機に対応するには学校や地域の支援者などが相互に連携

し、SOS を受け止められる仕組みを構築することが求められます。 

さらに、子どもや若者がコミュニケーションの手段として SNS を活用する人が

多いことを踏まえ、電話や面談、訪問の相談だけでなく、日常的に利用している SNS

などを活用した相談の機会を確保できるよう新たな取組を展開していきます。 

なお、SNS を活用した相談機会の提供だけではなく、普段から顔の見える関係づ

くりや世代・属性を超えて交流できる地域の居場所づくりなど多層的な自殺対策

を進めていく必要があります。 

【優先的に取り組むべき事項】 

①子ども・若者の自殺対策の更なる推進〔充実〕 

②女性に対する支援の強化〔新規〕 

③地域における支援体制の強化（ゲートキーパーの養成、活動の支援）〔充実〕 
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⑵ 女性に対する支援の強化〔新規〕 

新型コロナウイルス感染症感染拡大で顕在化した課題（配偶者からの暴力（DV）、

育児、介護疲れ、雇用問題など）を踏まえた女性の自殺対策を「優先的に取り組む

べき事項」として、本計画の基本的施策に新たに位置づけて取組を強化することと

し、様々な困難・課題を抱える女性に寄り添ったきめ細かい相談支援などを推進し

ていきます。 

 
 

⑶ 地域における支援体制の強化（ゲートキーパーの養成、活動の支援）〔充実〕 

自殺対策の専門家として自殺対策に関わる人材の養成を図ることはもちろんの

こと、自殺に関する正しい知識を普及するとともに、自殺の危険を示すサインに気

付き、声を掛け、話を聞き、必要に応じて専門家につなぎ、見守る「自殺予防ゲー

トキーパー」の役割を担う人材を増やしていくことが重要です。 

また、ゲートキーパーが活動しやすくなるよう、広報活動などによりその存在の

周知度を高めるとともに、必要な支援情報を盛り込んだゲートキーパー手帳を新

たに作成するなど活動支援を行っていきます。 

 

【主な取組事業】 

・SOS の出し方に関する教育の推進 

・学校、地域の支援者等が連携したチームによる子どもの自殺危機（ケース）への対応

の充実 

・いじめ防止対策事業、スクールソーシャルワーカーの学校配置、スクールカ

ウンセラーの学校配置、不登校対策事業 

・教職員向けの自殺予防研修 

・デート DV 予防啓発講座、JK ビジネス予防啓発講演会の開催 

・民生委員・児童委員活動事業 

・子育て相談ダイヤル・こども相談ダイヤルの実施 

・児童健全育成支援システム（こどもすこやかネット）事業 

・インターネット検索連動型広告事業の実施 

・自殺対策 SNS 等相談連携事業〔新規〕 

【主な取組事業】 

・「女性に対する暴力をなくす運動」啓発の実施 

・配偶者暴力相談支援センターによる相談支援の実施 

・全妊婦面談、産前産後サポート事業等の子育て世代包括支援センター業務 

・新生児訪問指導、乳幼児健康診査事業 

・産後健康診査の助成〔新規〕 

・「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づく相談体制の検討

〔新規〕 

【主な取組事業】 

・自殺予防ゲートキーパー研修の実施 

・明石市薬剤師会認定ゲートキーパー制度の推進 

・視聴用ゲートキーパー研修動画の制作・提供〔新規〕 

・ゲートキーパー手帳の作成・配布〔新規〕 
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参考資料 1 

 

明石市自殺対策推進会議名簿 

 

区分 所属団体 役職 名前 備考 

学識経験者 

中央大学 人文科学研究所 

（一般社団法人 髙橋聡美研

究室） 

客員研究員 髙橋 聡美 座長 

明石さざんか法律事務所 弁護士 青木 志帆 副座長 

保健医療関係者 

明石市医師会 理事 安尾 健作  

明石市歯科医師会 理事 小林 総一郎  

明石市薬剤師会 理事 足立 有佑真  

福祉関係者 

明石市社会福祉協議会 

明石市基幹相談支援センター 
センター長 後藤 謹武  

明石市民生児童委員協議会 

 高年福祉専門部会 
部会長 三枝 孝子  

就労支援関係者 

明石商工会議所 専務理事 山本 直樹  

明石公共職業安定所 次長 井上 恭彦  

支援関係団体の 

代表者 

明石市障害当事者等団体連絡

協議会 
 横山 園子  

NPO 法人ゲートキーパー支援

センター 
理事 岩﨑 豊  

地域活動団体の 

代表者 

明石市連合まちづくり協議会 会計 金井 新太郎  

明石市連合 PTA 会長 丹頂 淳司  

行政関係者 兵庫県明石警察署 
生活安全 

第 1 課長 
大川 祐弘  

その他市長が 

特に必要と認める者 

公募委員  大前 恵美  

公募委員  松井 敬子  

公募委員  松浪 真由美  

公募委員  松野 明順  

※敬称略  
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参考資料 2 

 

明石市自殺対策推進会議設置要綱 

 

 （目的） 

第１条 明石市自殺対策計画（自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号）第１３条

第２項の規定に基づき明石市が策定する計画をいう。以下同じ。）の推進及び評価

を行うとともに、自殺対策及び関係者相互のネットワークづくりの充実・強化を図

るため、明石市自殺対策推進会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 明石市自殺対策計画の推進及び評価に関すること。 

(２) 自殺対策に係る情報交換及び連絡調整に関すること。 

(３) 自殺対策のための関係機関の連携に関すること。 

(４) その他会議の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 会議は、委員２０名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が選任する。 

(１) 学識経験者 

(２) 保健医療関係者 

(３) 福祉関係者 

(４) 就労支援関係者 

(５) 支援関係団体の代表者 

(６) 地域活動団体の代表者 

(７) 行政関係者 

(８) その他市長が特に必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （座長の職務等） 

第５条 会議に座長及び副座長各１人を置き、委員の互選によって定める。 

２ 座長は、会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議の開催） 

第６条 会議は、座長が招集する。ただし、前条第１項の規定により座長が定められ

ていないときは、市長が招集する。 

 （意見の聴取） 

第７条 座長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴くこと

ができる。 
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 （庶務） 

第８条 会議の庶務は、あかし保健所相談支援課において処理する。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、座長が会議

に諮って定める。 

   附 則（令和５年４月１８日制定） 

 この要綱は、制定の日から施行する。 



1 

明石市自殺対策計画及び自殺総合対策大綱の概要 

 

１ 明石市自殺対策計画 

⑴ 期間 

2019 年度（令和元年度）～2028 年度（令和 10年度）の 10 年間 

⑵ 位置づけ 

① 自殺対策基本法第 13 条に定める「市町村自殺対策計画」 

  ② 「あかしＳＤＧｓ推進計画（明石市第 6次長期総合計画）」の個別

計画（各分野の展開を定める計画） 
   ※持続可能な世界を実現するための 2030 年までの世界の開発目標「SDGs」のうち「3 すべての人に健康と 

福祉を」及び「17 パートナーシップで目標を達成しよう」の達成に向けて取り組む。 

⑶ 基本理念 

「誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち」～自殺ゼロを目指して～ 

⑷ 基本目標 

「一人ひとりがかけがえのない個人として尊重されることで、自殺ゼロを目指す」 
⑸ 計画の数値目標 

 

 

 
 
 
⑹ 基本方針 

  ① 「生きることの包括的な支援」として推進 

  ② 相談支援ネットワークの強化 

  ③ ライフステージ等に応じたきめ細やかな対策を推進 

⑺ 基本的施策 

① 相談体制の充実・強化 

② ハイリスク者への支援の強化 

③ 地域における支援体制の強化 

④ ライフステージに応じた取組 

⑤ 自死遺族等への支援 

⑥ 自殺防止のための環境整備 

 

２ 自殺総合対策大綱 

国においては、自殺対策基本法に基づき今後 5年間の自殺対策の指針となる新たな「自殺総

合対策大綱」を令和 4年 10 月に閣議決定しました（今回で 3回目）。 

同大綱では、自殺者数は依然として毎年 2万人を超える水準で推移しており、男性が大きな

割合を占める状況は続いているものの、新型コロナウイルス感染症の影響で自殺の要因となる

様々な問題が悪化したことなどにより、女性は 2年連続の増加、小中高生は過去最多の水準と

なっていることから、女性や子ども・若者への支援の強化を新たに盛り込み、「誰も自殺に追

い込まれることのない社会の実現」を目指すとしています。 

 
なお、地方公共団体に対しては、大綱や地域の実状等を踏まえ、既存の地域自殺対策計画の

見直しを行うよう要請しています。 

評価項目 計画策定時（2017 年） 2023 年までの目標値 2028 年までの目標値 

自殺死亡率 

（人口 10 万人当たりの自殺者数） 
14.4 0 0 

【自殺総合対策大綱のポイント】 

①子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化 

②女性に対する支援の強化〔新規〕 

③地域自殺対策の取組強化 

④総合的な自殺対策の更なる推進・強化 

資料２ 



 

明石市自殺対策計画 

～誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち～ 
 

2019 年度～2028 年度 
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第１章 明石市自殺対策計画策定の趣旨等 

 

１ 策定の趣旨 

本市では、自殺対策基本法に基づき、自殺対策を総合的かつ効果的に推進するため、

平成 21 年 12 月に庁内関係部署を構成員とした「明石市役所庁内自殺予防対策連絡協議

会」を設置して、自殺対策の取組を積極的に進めてきました。 

このたび、平成 28 年に改正された自殺対策基本法において、すべての市町村に「地域

自殺対策計画」の策定が義務付けられたことから、本市のこれまでの取組を発展させた

自殺対策を推進するため「明石市自殺対策計画」を策定しました。 

 

（１）これまでの取組 

 自殺の背景には、こころの問題の他、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤

立等様々な社会的要因があります。そこで、本市では、自殺対策として、平成 21 年に「明

石市役所庁内自殺防止対策連絡協議会」を設置し、福祉分野、産業分野、教育分野、消

防等と庁内連携体制の構築を図ってきました。 

 また、平成 24 年の国の自殺総合対策大綱の見直しや、これまでの取組の課題等を踏ま

え、自殺対策強化基金を活用した普及啓発や講演会、市役所の窓口職員への研修や、学

校の教職員、民生委員・児童委員向けのゲートキーパー養成等の自殺予防の取組を行っ

てきました。 

 

（２）取組の強化 

 日本の自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数）は、世界の主要先進７か国と比較

すると、高い状況にあります。こうしたなか、本市の自殺死亡率は、全国平均よりは低

いものの、依然深刻な状況にあることは変わりなく、地域の実情に応じた実践的な取組

をさらに強化する必要があります。 

 本市では、取組の効果に加えて、社会経済状況による影響もあり、自殺死亡者は減少

傾向にあります。しかし、各年齢階層別の自殺者数及び自殺死亡率を見ると、19 歳以下

と 30 歳代、50 歳代が全国や兵庫県より上回っており、子ども・若者、働き盛り層の自

殺対策の強化が新たな課題となっています。 

 



平成 31 年 3 月 22 日現在 

4 
 

２ 本計画の位置づけ 

 本計画は、平成 28 年に改正された「自殺対策基本法」に基づき、国の定める自殺総合

対策大綱の趣旨を踏まえて、「自殺のない社会」の実現を目指すために、同法第 13 条第

２項に定める「市町村自殺対策計画」として策定するものです。 

 本市では、平成 23 年６月に「明石市長期総合計画（第５次）」を策定し、そこに示さ

れた基本構想・基本計画に基づく実施計画により、自殺対策の推進に取り組んできまし

た。「明石市自殺対策計画」は、市の関連計画（地域福祉計画、高齢者いきいき福祉計画

及び介護保険事業計画、障害者計画、子ども・子育て支援事業計画等）との整合性を図

っていきます。 

 

３ 計画の期間 

 本計画の期間は、「2019 年度から 2028 年度までの 10 年間」とし、自殺総合対策大綱

の改訂に合わせて、おおむね５年を目途に見直しを行うこととします。 

 

４ 計画の数値目標 

 自殺対策基本法で示されているように、自殺対策を通じて最終的に目指すのは、「誰も

自殺に追い込まれることのない社会」の実現です。国は、2017 年（平成 29 年）７月に

閣議決定した「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目

指して～」において、2026 年までに、自殺死亡率を 2015 年（平成 27 年）と比べて 30%

以上減少させ、世界の主要先進国の現状の水準まで減少させることを、政府の進める自

殺対策の目標として定めています。 

 こうした国の方針をふまえると、本市の目標値は、2017 年（平成 29 年）の年間の自

殺死亡率 14.4（43 人）を、2028 年までにおおむね 30%程度、すなわち自殺死亡率を約

10.1（約 30 人）まで減少させることになります。 

 しかし、市をあげて自殺対策に取り組み、一人ひとりがかけがえのない個人として尊

重される「誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち」の実現に向け、自殺ゼロ

を目指します。 

 

 （注１） 

自殺総合対策大綱（平成 29 年 7 月 25 日改定）に記載の数値目標の根拠 

世界保健機関による先進諸国の自殺死亡率は 

フランス 15.1(2013)、米国 13.4(2014)、ドイツ 12.6(2014）、カナダ 11.3(2012)、英国 7.5(2013)、イタリア 7.2(2012) 

平成 27 年の全国自殺死亡率 18.5 を 30%以上減少させると 13.0 以下となる。 

 

＜参考＞ 

 （注２） 

 自殺者数：警察庁「自殺統計」、人口：平成 28 年 10 月 26 日公表の総務省「平成 27 年国勢調査人口等基本集計」

に基づく厚生労働省作成資料より 
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５ 明石市の自殺対策計画の施策体系図 

 

 

 

基本目標 基本的施策 施策の方向性 

一
人
ひ
と
り
が
か
け
が
え
の
な
い
個
人
と
し
て
尊
重
さ
れ
る
こ
と
で
、
自
殺
ゼ
ロ
を
目
指
す
。 

（１）相談体制の充

実強化 

① 24 時間体制の整備 

② ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 

③ 自殺のリスク要因を抱える人への相談体制の充実 

（生活困窮、経済問題、多重債務、失業、産後うつ、ひとり

親、児童虐待、犯罪・性暴力、がん・難病、ひきこもり、精

神疾患等生活上の困難を抱える人） 

④ 相談支援ネットワークの強化 

（２）ハイリスク者

への支援の強化 

① 自殺未遂者、自殺をほのめかす人への支援計画の立案 

② 自殺未遂者等への支援体制の充実 

（３）地域における

支援体制の強化 

① 自殺予防に対する理解の促進 

② 地域で「気づき、傾聴、つなぎ、見守り」ができる人材（ゲー

トキーパー）の養成と活動支援 

③ 職域との連携 

④ 専門的人材の育成 

⑤ 社会全体での連携した取組の推進 

（４）ライフステー

ジに応じた取組 

 

① 子ども・若者の自殺対策の推進 

② 若者・中高年の就労支援の充実 

③ 妊産婦への支援の充実 

④ 職域におけるメンタルヘルス対策の推進 

⑤ 高齢者の健康づくりや生きがいづくり事業の充実 

⑥ 高齢者の抑うつ症状への早期支援 

⑦ 介護者への負担軽減 

（５）自死遺族等へ

の支援 

① 自死遺族に対する理解の促進 

② 家庭・学校・職場等での対応の支援 

③ 遺族支援団体等との連携 

（６）自殺防止のた

めの環境整備 

① 自殺、自殺未遂者の実態把握 

② 危機情報の迅速な伝達及び対応の体制構築 

③ 適切な精神科医療の受診確保 

④ 兵庫県いのち対策支援センターとの連携 

≪基本理念≫ 

誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち 

～自殺ゼロを目指して～ 
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第２章 明石市における自殺の現状 

 

１ 明石市における支援が優先されるべき対象群と５つの特徴 

自殺総合対策推進センターの分析から、平成 24 年～平成 28 年の５年間において、自殺

者数の多い上位５区分が抽出されました。また、本市における自殺の実態を分析した結果、

以下の５つの特徴があることがわかりました。本市では、これら上位５区分と市の特徴を

踏まえ、支援を進めてまいります。 

 

（１）明石市において支援が優先されるべき対照群（表１） 

上位５区分 
自殺者数 

５年計 
割合 背景にある主な自殺の危機経路 

1 位:男性 60 歳以上無職同居 31 11.4% 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み 

（疲れ）＋身体疾患→自殺 

2 位:女性 60 歳以上無職同居 26 9.5% 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

3 位:男性 40～59 歳有職同居 24 8.8% 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み

＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

4 位:男性 60 歳以上無職独居 23 8.4% 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将

来生活への悲観→自殺 

5 位:男性 40～59 歳無職同居 21 7.7% 
失業→生活苦→借金＋家族間の不和→う

つ状態→自殺 

出典：地域自殺実態プロファイル 2017（JSSC2017）より 

 

※ 1 順位は自殺者数の多さにもとづきます。 

※ 2 区分については、自殺で亡くなる人の割合が多い属性（性別×年代別×職業の有無別×同居人の有無別）を示し 

ています。 

※ 3  「背景にある主な自殺の危機経路」とは 

NPO法人ライフリンクが行った500人以上の自殺で亡くなった方についての実態調査から、自殺は、平均すると4 つ

の要因が連鎖して引き起こされており（参考：図１）、それらの要因の連鎖のプロセス（「自殺の危機経路」という）

は、性、年代、職業等の属性によって特徴が異なることが明らかになりました。（『自殺実態白書 2013』（NPO 法人

ライフリンク）） 
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 表１の「背景となった主な自殺の危機経路」の列には、それぞれのグループが抱え込み

やすい要因とその連鎖のうちの主なものが記載されています。 

 

図１．背景にある主な自殺の危機経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）明石市における５つの特徴 

① 男性の自殺は女性のおよそ２倍と多い。 

② 50 代男性の自殺死亡率が全国や兵庫県と比べて高い。 

③ 自殺の理由は、健康問題、家庭問題、経済・生活問題の順に多い。 

④ 自殺者で未遂経験のある人はおよそ 25％で、女性は 38％に未遂歴がある。 

⑤ 「同居人あり」の人が「同居人なし」の人より自殺死亡率が高い。 

 

（３）明石市における重点的な取組について 

 以上の本市の現状を踏まえ、働き盛りの 50 歳代の男性及び健康問題を抱える女性に

対する取組を重点的に行う必要があります。加えて、子ども・若者の自殺をなくす取

組も重要な課題です。 



平成 31 年 3 月 22 日現在 

8 
 

 

２ 全国、兵庫県と比較した自殺者数と自殺死亡率の推移 

 本市の自殺死亡率は、国、県と比較してやや低値で経過しています。 

 また、本市内の自殺死亡率は、年々減少傾向にあります。 

 

表２．自殺者数と自殺死亡率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年～ 

平成 29 年 
平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

自
殺
者
数 

市 253 45 65 55 45 43 

県 5,195 1,160 1,122 1,017 929 967 

国 118,895 27,041 25,218 23,806 21,703 21,127 

自
殺
死
亡
率 

市 17.00 15.18 21.88 18.48 15.10 14.39 

県 18.43 20.49 19.84 18.04 16.53 17.25 

国 18.55 21.06 19.63 18.57 16.95 16.52 

人
口 

※ 

市 

― 

296,512 297,057 297,547 298,059 298,799 

県 5,660,302 5,655,361 5,638,338 5,621,087 5,606,545 

国 128,373,879 128,438,013 128,226,483 128,066,211 127,907,086 

出典： 

（人口）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省） 

  ・各年３月 31 日時点の「市区町村別人口、人口動態及び世帯数」より 

  ・平成 26 年以降、１月１日時点に変更 

（自殺者数） 

  ・地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 

（人） 
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図２．自殺死亡率の推移 

 

 

３ 性別でみた自殺による死亡者の推移 

 本市の自殺者の男女構成比は、男性 66.8％、女性 33.2％となっています。 

国、県も同様の傾向がみられます。 

 

表３．男女別自殺者数 

 

図３．男女別自殺者数の推移 

性別 
平成 25 年～ 

平成 29 年 
平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

男性 169 28 42 37 35 27 

女性 84 17 23 18 10 16 

 

（年） 

（人） 

28

42

37
35

27

17

23

18

10

16

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

H25 H26 H27 H28 H29

男性 女性

（年）

（人）

出典：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

※出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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４ 年齢別でみた自殺による死亡率の推移 

 本市の自殺による死亡率は、19 歳以下と 30 歳代、50 歳代が全国や兵庫県の値を上回

っています。逆に 20 歳代と 40 歳代、80 歳代以降は国、兵庫県と比較しても低い値とな

っています。また、60 歳代、70 歳代が占める割合は年々減少傾向となっています。 

 また、男女の年代別の割合では、男女ともに 50 歳代が最も多い値となっています。女

性は 40 歳代から 70 歳代までは大きな違いはありませんが、男性は 50 歳代が多い値と

なっています。 

 

表４．年代別自殺死亡率 

（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

14.39 17.25 16.52合計 17.00 18.43 18.55 15.18 20.49 21.06 21.88 19.84 19.63 18.48 18.04 18.57 15.10 16.53 16.95

平成25～29年

市 県 国

18.00

17.90

2.17

17.90

20.58

9.74

3.61

20.34 21.53

18.79

18.40

2.41

平成27年 平成28年 平成29年

市 県 国

14.09

25.81

20.27

29.15

25.43

25.39

23.17

25.36

24.95

23.93

21.71

25.32

市 県 国 市
年代

平成25年 平成26年

2.09 2.55

20～29歳 12.71 18.26 20.44 6.44 20.82 19.85 6.51

2.54 2.44 1.81 1.28 2.31 7.26

県 国

～19歳 1.79 2.70 2.39 3.59 2.22 2.35 3.60

県 国 市 県 国 市

18.10 17.02

40～49歳 11.20 23.26 25.17 22.02 22.31 22.79 23.92

18.10 18.44 15.82 16.97 17.36 29.38

17.74 16.95

30～39歳 14.83 17.86 21.05 17.60 18.93 19.80 25.83

15.10 17.64 13.13 17.52 17.01 9.91

25.68 23.03

60～69歳 21.29 26.91 25.49 31.01 26.56 23.51 26.77

25.46 25.40 33.48 20.71 22.93 28.00

19.92 18.79

50～59歳 26.34 29.15 28.53 32.05 25.90 26.71 25.78

18.39 21.46 17.37 17.97 19.68 14.89

21.35 6.20

19.83 18.14

70～79歳 29.37 30.07 27.72 50.86 25.80 25.24 21.63

24.57 21.74 17.02 17.87 19.65 4.91

22.65 21.9624.61 25.81 0.00 24.97 22.81 19.76

20.34 20.97

80歳～ 11.77 27.62 28.07 22.92 27.79 26.67 16.42

24.89 24.42 21.77 25.99

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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図４．明石市と県・国の年代別自殺者数の割合（平成 25 年～平成 29 年） 

明石市 

兵庫県 国 

男性 

女性 

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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５ 職業別構成比 

 職業別構成比を平成 25 年～平成 29 年の５か年合計でみると、本市では、年金雇用保

険等生活者の割合が 30.4％で最も多く、次いで、被雇用・勤め人が 25.7％、その他無職

者 22.9％となっています。兵庫県では、同様の傾向がみられますが、全国では、被雇用・

勤め人の割合が最も高くなっています。 

 また、男女に分けて比較すると、男性は、被雇用・勤め人が 31.3％と最も多く、女性

は、年金・雇用保険等生活者が 41.7％と最も多い割合を占めています。 

 

図５-１．自殺者の職業別状況（平成 25年～平成 29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２．自殺者の職業別状況（男性）     図５-３．自殺者の職業別状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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６ 自殺の原因・動機 

 自殺の原因・動機を平成 25 年～平成 29 年の５か年でみると健康問題が 148 人と最も

多く、全体の 46.8％を占めています。次いで、家庭問題（49 人・15.5％）、経済・生活

問題（40 人・12.7％）となっています。全国、兵庫県と比較すると家庭問題の割合が高

くなっています。 

 平成 25 年～平成 29 年の本市の自殺の原因・動機を男女別に比較すると、男性は健康

問題が 85 人（39.0％）と最も多く、次いで経済・生活問題が 37 人（17.1％）、家庭問題

が 34 人（15.7％）と高い割合を占めています。一方女性は、健康問題が 63 人（63.0％）

と最も多く、女性は健康問題が自殺の原因・動機に大きく関与していると考えられます。 

 

 

図６．自殺の動機別状況（平成 25年～平成 29年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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７ 自殺未遂歴の状況 

 自殺者の自殺未遂歴の有無を平成 25 年～平成 29 年の５か年合計でみると、自殺未遂

歴のある人は全体の 24.5％となっており、全国や兵庫県も同様の傾向です。 

 また、男女で比較すると、自殺未遂歴のある人は、男性は 17.7％、女性は 38.1％で男

女比に差がみられます。 

 

 

 

図７-１．自殺未遂歴の状況（平成 25 年～平成 29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７-２．自殺未遂歴の状況（男性）      図７-３．自殺未遂歴の状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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８ 自殺企図の手段別 

 自殺企図の手段別を平成 25年～平成 29年の５か年でみると首つりが 54.5％と最も高

く、次いで飛び降りが 19.4％、練炭等が 7.9％となっており、全国や兵庫県と比較して

も同様の傾向となっています。しかし、全国や兵庫県と比較すると首つりの割合が低く、

飛び降りの割合が高くなっています。 

 

図８-１．自殺企図の手段別状況（平成 25 年～平成 29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８-２．自殺企図の手段別状況（男性）  図８-３．自殺企図の手段別状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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９ 場所別 

 場所別に平成 25年～平成 29年の５か年でみると、自宅等が最も多く、次いでその他、

高層ビル、乗物の順になっています。国や県も同様の傾向ですが、本市は、海（湖）河

川の割合が高い値となっています。 

 また、男女で比較すると、男性は自宅等が 50.3％となっており、次いで高層ビル、乗

り物が 10.1％、9.5％となっています。一方、女性は自宅等が 59.5％と高く、次いで高

層ビル 21.4％となっています。女性は、高層ビルからの飛び降りが男性よりも高くなっ

ています。 

 

図９-１．場所別自殺者数の状況（平成 25 年～平成 29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９-２．場所別自殺者数の状況（男性）  図９-３．場所別自殺者数の状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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10 時間帯別 

 時間帯別に平成 25 年～平成 29 年の５か年でみると、0-2 時が最も多く、次いで 12-14

時、6-8 時、20-22 時となっています。兵庫県では同様の傾向がみられますが、全国的に

は 12-14 時の時間帯が最も多い時間帯となっています。 

 また、男女で比較すると、男性では 0-2 時が 18.9％と最も多く、次いで 20-22 時が

11.8％、6-8 時が 10.1％となっています。女性では 12-14 時が 17.9％と最も多く、次い

で 14-16 時が 13.1％となっています。男性は女性と比較して、深夜や早朝に自殺が多い

傾向がみられ、逆に女性は昼間の時間帯に割合が高い傾向がみられました。 

 

図 10．時間帯別自殺者数（平成 25 年～平成 29年） 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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11 同居人の有無別の自殺死亡率 

 同居人の有無別による自殺死亡率を平成 25 年～平成 29 年の５か年でみると、同居人

ありの割合は 65.6％で、同居人なしは 34.0％となっています。男女別でみると、男性の

方が女性と比較して同居人なしの割合が高くなっています。全国と兵庫県も同様の傾向

となっています。 

 

図 11-1．同居人の有無の状況（平成 25年～平成 29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 11-2．同居人の有無の状況（男性）   図 11-3．同居人の有無の状況（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：地域における自殺の基礎資料 （厚生労働省） 
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第３章 明石市の自殺対策における取組 

  

１ 基本方針 

 平成 29 年７月に閣議決定された自殺総合対策大綱を踏まえ、また、年間 50 人弱の自殺

による死亡があるといった深刻な本市の現状を踏まえ、以下の３点を、自殺対策における

基本方針とします。 

 

（１）「生きることの包括的な支援」として推進 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等

の「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活困窮

等の「生きることの阻害因子（自殺のリスク）」が上回ったときに自殺リスクが高まると

されています。 

そのため、自殺対策は、「生きることの阻害因子」を減らす取組に加えて、「生きるこ

との促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる必要

があります。自殺防止や遺族支援といった狭義の取組のみならず、地域において「生き

る支援」に関するあらゆる取組を総動員して、まさに「生きることの包括的な支援」と

して推進していきます。 

 

（２）相談支援ネットワークの強化 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・学校・職場環境

等様々な要因と、本人の性格傾向、家族の状況、死生観等が複雑に関係しています。自

殺を防ぐためには、自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるよう、精

神保健の視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。このよ

うな包括的な取組を実施するためには、様々な分野の関連施策、多様な人々や組織が密

接に連携する必要があります。 

特に、生活困窮者自立支援制度やいじめ防止対策、ひきこもり対策、過重労働対策等

は、自殺対策と共通する部分が多くあり、これらの施策との連携強化が必要です。 

また、あらゆる相談窓口が自殺予防の包括的な支援の入り口となり、支援が行えるよ

う、適切な相談機関につなぐための仕組みを構築し、「生きることの包括的な支援」を強

化します。 

 

（３）ライフステージ等に応じたきめ細やかな対策を推進 

自殺の原因となるリスク要因は、多種多様です。さらに、「子ども・若者」におけるい

じめやひきこもり、「中高年層」における失業や経営失敗、多重債務、「高齢者層」にお

ける健康問題や孤独感等、年齢階層ごとに特徴的なリスク要因が顕在します。 
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全世代を通じた様々なリスク要因に対する適切な対応策を講じていくことに加え、ラ

イフステージに応じた特有の課題に対してもきめ細かな対策を推進します。 

 

２ 施策体系 

 本市の自殺対策は、取組の基本方針に基づき、全庁的な推進体制のもと関係機関と連

携し、以下の４つの柱により取組を進めます。 

（１）各相談機関との連携を強化し、総合的な支援を実施 

（２）自殺のハイリスク要因を抱える人への支援の強化 

（３）地域住民のゲートキーパー機能を高める等地域づくりの推進 

（４）遺族等遺された人への支援 

 「誰も自殺に追い込まれることのないやさしいまち～自殺ゼロを目指して～」の基本

理念の下、国の定める「地域自殺対策政策パッケージ」においてすべての市町村で取り

組むべきとされている基本施策の、地域におけるネットワークの強化や住民への啓発等

による地域づくりに取り組みます。 

 基本施策は、地域での自殺対策を推進する上で欠かすことのできない基盤的な取組で

す。さらに、高齢者や生活困窮者への支援に加え、自殺のリスク要因となっている勤務

問題や、子ども・若者向けの対策、自死遺族支援等、それぞれの対象に関わる様々な施

策を展開することで、本市の自殺対策を「生きることの包括的支援」として推進してい

きます。（図１） 

 

 

 

 

 

（図１） 
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３ 基本的施策 

 

（１）相談体制の充実・強化 

  自殺の原因は健康問題、経済問題等多岐にわたり、複雑に絡み合っているため、その

解決には様々な関係機関等が関与する必要があります。このため、本市で実施するここ

ろのケア相談等各種専門職による相談等の充実を図るとともに、各種相談窓口との連携

を推進し、自殺リスク要因を抱える人への相談体制の充実を図ります。 

 

① 24 時間体制での相談機関の周知 

 自殺は時間、曜日を問わず発生することから、24 時間の相談に対応できることが重

要となります。兵庫県が支援し、民間団体の実施する「いのちの電話」や相談窓口の

少ない夜間帯や休日でも対応する「いのちと心のサポートダイヤル」の周知に努めま

す。 

 

≪主な取組事業≫ 

○いのちの電話（県いのち対策室） 

○いのちと心のサポートダイヤル（県いのち対策室） 

○夜間休日電話法律相談（県弁護士会） 

○子育て相談ダイヤル・こども相談ダイヤル（子育て支援課） 

 

② ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した相談体制の確保 

 現在では、子どもや若者から中高年層までコミュニケーションの手段としたＳＮＳ

を活用する人が多いことを踏まえ、相談窓口等の情報についてＩＣＴを活用して積極

的に発信していきます。さらに、電話や面談、訪問の相談だけでなく、日常的に利用

しているコミュニケーション手段（ＳＮＳ等）を活用した相談の機会を確保できるよ

う、検討します。 

 

③ 様々な自殺のリスク要因を抱える人の相談体制の充実 

 社会全体の自殺リスクを低下させるため、自殺のリスク要因となる様々な悩みや

問題を抱えた人に対する相談・支援体制の充実を図ります。 

ア 生活困窮者への支援の充実 

 複合的な課題を抱える生活困窮者の中に自殺リスクを抱えている人が少なく

ない実情を踏まえて、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業におい

て包括的な相談支援を行うとともに、「ワークサポートあかし」等の関係機関と

も緊密に連携し、本人の状況に応じた効果的かつ効率的な支援を行います。 
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イ 経済問題等に係る相談の実施 

 解雇や多重債務、生活保護、家庭の問題等、生活上のトラブルを抱えたとき

に法律で解決できる悩みへの相談に対応するため、弁護士による法律相談を実

施します。 

 

ウ 多重債務者に対する相談支援の周知 

 多重債務に関しては、市の相談窓口（市民相談室）及び県の相談窓口（消費

生活総合センター、さわやか県民相談、消費者金融相談）等における日常的な

相談窓口の周知を図ります。 

 また、国の多重債務者対策本部が多重債務者の救済・支援について取り組む

べき具体的な施策をとりまとめた「多重債務問題改善プログラム」（平成 19 年

4 月 30 日決定）に基づき、多重債務者に対する債務整理や生活再建のためのカ

ウンセリング体制、生きていくための資金を調達するセーフティーネット貸付

等の様々な支援の周知を図ります。 

 

エ 失業者に対する相談窓口の周知 

 ハローワーク明石において、求人情報の提供や面接相談会等の開催に加え、

就職活動に伴う様々な相談に対応します。その中でこころのケアが必要な人へ

は保健所や医療機関を紹介する等、切れ目のない支援を行います。また、ハロ

ーワークと保健所との連絡会を行い、連携を強化します。 

 県が設置・運営する、ひょうご・しごと情報広場、若者しごと倶楽部（ジョ

ブカフェひょうご）の窓口において、きめ細かなカウンセリング・職業相談を

実施し、早期の再就職を支援します。 

 

オ 産後の抑うつ症状への支援の充実 

 産後うつ等については、新生児訪問指導時に「産後うつ病のスクリーニング

（EPDS）」を実施し、早期介入・継続支援を行い、適宜、医療・福祉の関係機関

と連携して必要な支援を行います。 

 また、医療機関との連携では、「養育支援ネット推進事業」として、研修会の

開催や医療機関への訪問を行い、医療機関からも情報提供が得られるよう連携

を強化し、支援体制の構築を図ります。 

 

カ ひとり親家庭の悩みに対する相談窓口の充実 

 子育てと生計の維持を一人で担う、ひとり親家庭の子育て・生活に関する悩

みや就業に関する様々な悩みに対して、母子・父子自立支援員が相談に応じ、

必要時、他の支援機関と連携しながら総合的・包括的な支援を推進します。ま
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た、ハローワーク明石では、ひとり親家庭の就労支援として、専門の相談員を

配置し、相談対応を行っており、相談窓口の周知と連携を図ります。 

 

キ 児童虐待の被害児への相談支援の充実 

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応や虐待を受けた子どもの適切な保

護・支援を図るため、明石こどもセンター（児童相談所）を中心とした相談支

援の体制を強化します。 

 

ク 犯罪・性暴力の被害者への相談支援の充実 

配偶者等からの暴力や性犯罪・性暴力の被害者は、被害に遭っても誰にも相

談できないケースが少なくないことから、被害者の精神的負担軽減のため、被

害者が必要とする情報の集約や配偶者暴力相談支援センター等関係機関による

支援の連携を強化します。併せて、自殺対策に係る電話相談や民間支援団体に

よる支援窓口、困難を抱えた女性の支援窓口との連携を図ります。 

 

ケ がん患者や難病等慢性疾患患者等に対する支援 

 がん患者について、必要に応じ専門的なケアにつなぐことができるよう、が

ん相談支援センターを中心とした相談体制の充実と周知を行います。また、難

病等慢性疾患に苦しむ患者等からの相談に対して、適切な医療が受けられるよ

う医療情報等の提供を行います。 

 さらに、ハローワーク明石では、長期療養就職支援窓口を設置し、治療後の

回復期から、生活設計の一環として就労支援を実施しているため、周知に努め

ます。 

 

コ ひきこもり当事者等に対する支援体制の充実 

長期化、高齢化が進むひきこもり当事者や家族への支援として、全年齢を対

象として、電話、来所、訪問（アウトリーチ型支援）を実施します。また、ハ

ローワーク明石における職業訓練等を通じた就職支援との連携を図ります。 

 

サ 精神疾患に関わる相談体制の充実 

 ㋐ うつ病等の早期支援 

訪問指導や出前健診、健康相談の機会、介護福祉現場において、うつ病

等の治療が必要な人を早期に精神科医療につなぎ、継続して治療を受けら

れるよう支援します。 
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㋑ うつ病以外の精神疾患等に対する支援 

 精神科医、臨床心理士等によるこころのケア相談や保健師、精神保健福

祉士等のアウトリーチによる相談支援を実施します。 

 また、思春期・青年期において精神的問題を抱える者、自傷行為を繰り

返す者や過去のいじめや被虐待経験等により深刻な生きづらさを抱える者

については、関係機関等との連携強化により適切な医療や相談機関につな

げるとともに継続した支援を行います。 

 

≪主な取組事業≫ 

○経済問題等に係る相談体制の充実（生活福祉課・市民相談室、ハローワーク明石） 

○消費生活相談、多重債務に関する相談（市民相談室・兵庫県消費生活課） 

○生活困窮者自立支援事業の実施（生活福祉課、ハローワーク明石） 

○多機関の協働による包括的相談支援体制構築事業（地域総合支援室） 

○DV、配偶者からの暴力に関する相談（配偶者暴力相談支援センター） 

○ひとり親家庭相談、ひとり親家庭総合支援事業の実施 

（児童福祉課、ハローワーク明石） 

○新生児訪問指導、養育支援ネットの推進事業（こども健康課） 

○乳児家庭全戸訪問事業、こどもすこやかネットの推進（子育て支援課） 

 

④ 相談支援ネットワークの強化 

 自殺は、複数のリスク要因が複合的に連鎖して起こることが多いことを考慮し、地

域で、自殺リスク要因に関わるあらゆる相談窓口が自殺予防の包括的な支援の入り口

となり、連携支援が行えるよう、関係機関と連携して適切な相談機関につなぐための

仕組みづくりを検討します。 

 「明石市自殺対策連絡協議会」の開催により、関係機関の相談窓口や関係団体との

相互の連携強化を図り、相談支援を実施する窓口が有機的に連携するネットワークの

強化を推進します。 
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（２）自殺のハイリスク要因を抱える人への支援の強化 

 

① 自殺未遂者、自殺をほのめかす人への支援計画の立案 

自殺未遂者、自殺をほのめかす人が自殺を考える背景には、単一な要因ではなく様々

な要因がからんで、自殺以外の考えができない視野狭窄、死ぬことと生きることの間

で考えが揺れる両価性な考えがあることがわかっています。 

そこで、医療機関や相談機関から自殺未遂者や自殺を考える人の相談、連絡をもら

った際は、自殺の危険度のリスク評価と複合的な要因に対してアセスメントを行い、

その人に合った目標や個別支援等のプランニングを行い、“生きる支援”を行います。 

 

② 自殺未遂者等への支援体制の充実 

 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐため、地域の保健・医療・福祉等社会資源に応

じた支援対策を推進します。また、自殺未遂者を見守る家族をはじめ、身近な支援者

への支援の充実を図ります。 

ア 救急医療に携わる関係者等への研修の実施 

自殺未遂者に対する精神的ケアを含めた支援を行うために、救急医療に携わる

看護師、精神保健福祉士をはじめとした医療関係者や地域の保健福祉関係者に対

して、資質向上を図るための研修を実施します。 

 

イ 救急医療施設における自殺未遂者支援 

救命救急センター等に搬送された自殺未遂者に対して、再度の自殺企図を防止

するため、医療機関において心身両面でのケアを提供するとともに、急性期の治

療が終了した後も、継続した支援が行えるよう、地域の医療機関等適切な相談窓

口につなぐ体制づくりや継続した相談支援に取り組みます。 

 

≪主な取組事業≫ 

○自殺未遂者支援事業（健康推進課） 
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（３）地域における支援体制の強化 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」です。こうしたこと

から、市民一人ひとりが、自殺を考えている人の存在に気づき、専門職につなぎ、見

守っていくという、自殺対策における市民一人ひとりの役割の重要性について理解を

促すため、研修や広報活動を通じた啓発事業を展開します。 

さらに、様々な分野で関わる専門職等や自殺リスク要因に関わる各種相談窓口の相

談員に対して自殺予防の意識啓発を図るとともに、相談支援の質の向上を図ります。 

 

① 自殺予防に対する理解の促進 

自殺や精神疾患に係る正しい知識の普及を図るため、市民の参画と協働による啓

発活動を推進し、自殺の危険を示すサインや危険に気づいた時の対応方法等につい

て市民の理解を促進します。 

特に、自殺予防週間（９月）、自殺対策強化月間（３月）にあわせて、関係団体と

連携してキャンペーンを展開します。 

また、自殺や自殺関連事象に関する間違った社会通念からの脱却と市民一人ひと

りの危機遭遇時の対応能力を高めるため、支援を必要としている人が適切な支援機

関等に辿り着けるよう、インターネットやＳＮＳ等のＩＣＴ（情報通信技術）を活

用した自殺予防情報の発信を強化します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○自殺予防に係る広報・啓発事業（健康推進課・広報課） 

○メンタルヘルスに関する出前講座（健康推進課） 

 

② 地域で「気づき、傾聴、つなぎ、見守り」ができるゲートキーパーの養成と活動支援 

自殺のリスク要因を抱える人の早期発見、早期対応を図るため、自殺や自殺

関連事象に関する正しい知識を普及するとともに、自殺の危険を示すサインに

気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門職につなぎ、見守る「ゲート

キーパー」の役割を担う人材を養成します。 

また、養成されたゲートキーパーが地域において関係機関を周知する等の活

動を支援します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○ゲートキーパー養成研修の実施と活動支援（健康推進課・関係機関） 

 



平成 31 年 3 月 22 日現在 

27 
 

③ 職域との連携 

中高年、特に男性は相談機関とつながりにくく、また、事業所においても従業

員のメンタルヘルス対策が進みにくい現状があります。近年は職場でのパワハラ

や長時間労働を一因とする自殺の発生等もあり、新たな自殺総合対策大綱や本市

の現状においても、勤務に悩みを抱えた人への支援は重要課題となっています。

適切な相談・支援先につながるよう、相談窓口の周知や職域におけるゲートキー

パー養成研修の実施等、県や兵庫産業保健総合支援センター、職域団体等と連携

しながら、積極的な取組を進めていきます。 

 

≪主な取組事業≫ 

○中小企業経営者に対する相談窓口の周知（健康推進課・関係機関） 

 

④ 専門的人材の養成 

ア 自殺対策に従事する保健・医療・福祉等専門職員の資質向上 

自殺対策に従事する職員等が援助を求められた場合に、そのこころの痛み

に適切に対処できるよう、実践的な援助力を育成するための事例検討会や研

修を実施します。 

イ 自殺のリスク要因に関わる各種相談窓口の相談員の資質向上 

生活困窮者自立相談支援の窓口、消費生活センターの多重債務相談窓口等

の相談員に対し、自殺予防についての基礎的な知識の普及を促進します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○関係課や関係機関の既存研修を活用した人材育成の場の開拓（健康推進課） 

○自殺対策に関わる専門研修等の実施（健康推進課） 

※地域総合支援センター職員、介護支援専門員、ボランティア団体 等 

 

⑤ 社会全体での連携した取組の促進 

ア 居場所づくりと連携した支援 

 生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い若者、配偶者との離別・死別した

高齢者や退職して役割を喪失した中高年男性、ペットロス等、孤立のリスクを

抱えるおそれのある人が、孤立する前に、地域とつながり、支援とつながるこ

とができるよう、地域の関係団体等との連携を図りながら、孤立を防ぐための

居場所づくりを推進します。 
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イ 相談窓口や支援策の周知 

 自殺のリスク要因となる様々な悩みや問題を抱えた人に対する相談・支援

体制の充実を図るとともに、地域における関係機関の幅広い連携により、自

殺予防週間（９月）、自殺対策強化月間（３月）において重点的に相談窓口や

支援策等を周知します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○市民対応職員等への自殺予防研修の実施（健康推進課） 

○各地域における自殺対策事業（健康推進課） 

○子育て支援センター運営事業（子育て支援課） 

○ＡＫＡＳＨＩユーススペース（子育て支援課） 

○地域支え合いの家設置運営事業（地域総合支援室） 
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（４）ライフステージに応じた取組 

 

① 子ども・若者の自殺対策の推進 

 全国的にみると 10 代から 30 代までの死因の１位は「自殺」であり、当市の現状か

らも子ども・若者対策は重要な課題です。特に思春期は、精神面が不安定で、問題を

抱えたときの解決の幅が狭い、衝動性が高い等の課題があります。仕事や職場におけ

る多様な人間関係を経験し始める年代では「勤務問題」による影響も重要な自殺の要

因と考えられます。また、結婚、出産、子育て等のライフイベントによる変化の影響

も受けやすい階層です。このような子ども・若者特有の課題に応じた自殺対策の取組

を推進します。 

 

ア 命の大切さが実感できる教育・学習の推進 

㋐ 体験活動の推進 

子どもたちに豊かな人間性や社会性等を育むため、自然体験活動やボランティ

ア活動等の社会体験活動をはじめ、発達段階に応じた体験活動を推進します。 

 

㋑ 道徳教育の推進 

道徳の時間（「特別の教科 道徳」）等の指導内容や指導方法等の工夫改善を図

り、児童生徒が自己の生き方について考えを深める「考え、議論する道徳」を目

指します。また、児童生徒の発達段階に応じた「命の大切さを実感させる教育プ

ログラム」の普及・活用を図る等、人間尊重の精神や生命に対する畏敬の念を培

いながら、実生活に活かすことができるよう、児童生徒の内面に根ざした道徳教

育を推進します。 

 

㋒ 人権教育の推進 

すべての児童生徒が様々な体験活動や交流を通して、人権尊重への理解を深め、

自己実現と共生をめざし、主体的に取り組もうとする意欲や態度を育成する人権

教育を推進します。 

 

㋓ 環境学習・教育の推進 

自然とのふれあいや身近な生活のなかで、環境について幅広く関心を持ち、理

解を深めるとともに、自然に対する感性や命を尊ぶ心をはぐくむ環境学習・教育

を推進します。 
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㋔ 学校で取り組む自殺予防への支援 

若者の自殺対策の関心を高め、同世代の周囲の若者への意識啓発を図る等、取

組を推進します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○明石市立図書館・西部図書館の利活用（政策室） 

○わくわく地域未来塾運営（青少年教育課） 

○教職員向けの自殺予防研修（児童生徒支援課） 

 

イ いじめによる自殺の予防 

 いじめを苦にした自殺が起きないよう、いじめの未然防止期対応に向け、いじ

め対策とも連動して自殺対策を行います。「いじめは絶対に許されないことだが、

どの子どもにも、どの学校にも起こり得るものである」という認識のもと、教育

委員会や学校と連携し対応します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○いじめ防止対策事業（児童生徒支援課） 

○教育相談（児童生徒支援課） 

 

ウ 青少年のこころの問題に対する取組の推進 

 友人、学校等の人間関係、進路等で悩む青少年のこころの問題に総合的に対応

するため、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー、生徒指導相談

員を配置し、こころの相談に対応します。 

 また、ひきこもり者へは、精神保健福祉センター等の技術的支援を受けながら、

相談支援の実施や、関係機関・団体による情報交換等一層の連携推進を図ります。 

 

≪主な取組事業≫ 

○兵庫ひきこもり相談支援センター等相談窓口の周知（健康推進課等） 

 

② 若者・中高年の就労支援の充実 

 就職活動の複雑多様化や雇用のミスマッチ等、若者を取り巻く就労環境による悩み

に適切に対応するとともに、個々のニーズに応じた就職・再就労に関する相談・支援

ができるよう、あかし若者サポートステーションやハローワーク明石と連携のうえ実

施します。また、大学・高校等との連携により就職・定着支援につなげます。 

 さらに、ニートをはじめとした若年無業者に対しては、「あかし若者サポートステー
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ション」等と連携し、セミナー、出張相談、職場体験等を通じ、社会参加を支援しま

す。 

 

≪主な取組事業≫ 

○あかし若者サポートステーション事業との連携（健康推進課） 

 

③ 妊産婦への支援の充実 

 子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠届出時に専門職が全妊婦に面接を実施

し、支援の必要な妊婦を把握することで、安心・安全な出産を迎えるための支援を行

います。 

 出産後は、乳児全戸訪問事業や新生児訪問指導において、育児に必要な支援や子育

て関する情報を提供することにより、子育ての孤立を防ぎ、産後のメンタルヘルスに

おける心身のケアや育児サポートの重要性の啓発と周知に努めます。 

 また、継続した支援を必要とする妊産婦については、訪問に加え、医療・福祉の関

係機関と連携して安心して子育てができるサポート体制を確保することで、妊娠期か

ら子育て期にかけて専門職が切れ目のない支援を行い、安心して産み育てることがで

きる支援体制の構築を図ります。 

 

≪主な取組事業≫ 

○全妊婦面接、産前産後サポート事業等の子育て世代包括支援センター業務 

（こども健康課） 

○新生児訪問指導、乳幼児健康診査事業（こども健康課） 

○乳児全戸訪問事業（子育て支援課） 

○不妊・不育治療費助成事業（保健総務課） 

 

④ 職域におけるメンタルヘルス対策の推進 

ア すべての事業所でのストレスチェックの普及啓発 

労働安全衛生法の改正により、平成 27年 12 月からは、労働者が 50 人以上の事

業所では、毎年１回ストレスチェックが義務付けられました。今後は、労働者が

49 人以下の小規模事業所においても、ストレスチェックをはじめとしたメンタル

ヘルス対策が充実されるよう、明石労働者福協議会・明石市医師会等と連携して、

事業所等への啓発を行います。 

 

イ 産業保健総合支援センターや地域窓口の利用推進 

兵庫産業保健総合支援センターや地域産業保健総合支援センターの提供する健

康指導、健康相談をはじめとした産業保健サービスの利用を推進し、労働者の心
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身の健康の保持増進を図ります。 

 

ウ 産業保健の充実 

産業医や産業保健師等を中心とした産業保健の充実を図り、事業所のメンタル

ヘルス対策や長時間労働是正対策を推進するとともに、産業保健と地域保健の連

携を推進します。 

また、職域におけるメンタルヘルス対策を推進するため、産業保健スタッフ等

の資質向上のための研修等を充実します。 

 

エ ハラスメント対策の推進 

職場におけるパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等を予防する

ための周知・啓発を図るとともに、ハラスメント等の相談窓口の設置の推進を

図ります。 

 

オ ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ）の啓発推進 

「ひょうご仕事と生活センター」における、企業に向けた啓発や先進事例の

情報発信、相談・研修等の実施による、長時間労働の縮減や職場環境の見直し

等でのＷＬＢに配慮した働きやすい環境づくりを推進します。 

 特に、過労死等防止啓発月間（11 月）に合わせ、ワーク・ライフ・バランス

推進キャンペーン月間を設定し、市民向けの講演会等を行い、ＷＬＢへの理解

の促進や気運の醸成を図ります。 

 

≪主な取組事業≫ 

○ワーク・ライフ・バランスの推進（男女共同参画課） 

○庁内職員・学校職員の健康管理（職員室・学校教育課） 

○学校職員ストレスチェック（学校教育課） 

○ひょうご仕事と生活センター事業の推進（県労政福祉課） 

 

⑤ 高齢者の健康づくりや生きがい事業の充実 

   高齢者が地域とのつながりや役割をもち、支え合いながら自分らしく暮らせるよ

う、市民の主体的な健康づくりや生きがいづくり活動を支援し、地域の居場所づく

りを推進します。 

   また、元気高齢者が長年培った知識、経験、技能等を生かしたコミュニティビジ

ネスやボランティア等の取組も支援します。 

   高齢者のうつや閉じこもりを予防する観点から、地域のなかで生きがいや役割を

持って生活できる地域社会づくりや高齢者の見守り、声かけを推進します。 
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≪主な取組事業≫ 

○高年クラブ活動支援事業（高年介護室） 

○シニアいきいきパスポートの交付（高年介護室） 

○自主グループ活動支援（地域総合支援室） 

 

⑥ 高齢者の抑うつ症状への早期支援 

高齢者は、身体疾患や配偶者をはじめとした家族との死別や離別等をきっかけに、

孤立や介護、生活困窮等の複数の問題を抱え込みがちです。抑うつ症状や閉じこも

り等の高齢者を把握した場合、自殺予防の観点からも、関係機関と連携し、適切な

医療機関につなげます。また、対応が必要な高齢者を広範囲に把握できるよう、関

係機関と連携を推進します。 

 

⑦ 介護者への負担軽減 

高齢者を介護する者の身体的、精神的な負担の軽減のため、介護者の集い等の取

組の充実を図ります。特に、自宅での生活を希望する中重度の要介護高齢者のニー

ズに応えるとともに、介護を行う家族の負担軽減にも資する 24 時間対応の定期巡

回・随時対応サービスや小規模多機能型居宅介護事業所の充実を図ります。 

 

≪主な取組事業≫ 

○介護支援専門員等への自殺予防研修の実施（健康推進課） 

○認知症家族会・あった会の開催（高年介護室） 

○介護相談（高年介護室） 
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（５）自死遺族等遺された人への支援の充実 

 自殺が突然生じると、親族をはじめ、職場、学校等における身近な人々は強烈な心

理的打撃を受けることから、影響をできる限り少なくするための支援を実施します。 

 

① 自死遺族に対する理解の促進 

 自死遺族は「自死」であることを対外的には語りにくく、社会で孤立する傾向があ

るため、保健・医療・福祉関係者を中心とした支援者を対象にグリーフケア等の研修

を実施し、遺族ケアの重要性についての理解を促進します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○グリーフケア研修、支援者向けの講演会の実施（健康推進課） 

 

② 家庭、学校、職場等での対応への支援 

 自殺未遂・自殺の発生直後の周囲の人々に対する心理的ケアが的確に行われるよう、

職場や学校における対応マニュアルの普及といった、適切な事後対応を支援します。 

 また、自死遺族等で眠れない等の症状がある人への相談、治療を支援します。その

中でもＰＴＳＤの症状がある人に対しては、必要に応じて兵庫県立こころのケアセン

ターと連携をしながら、治療を支援します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○自殺による対応支援（健康推進課） 

○学校における自殺の事後対応支援（児童生徒支援課） 

○ＰＴＳＤ症状のある人の治療（兵庫県立こころのケアセンター） 

 

③ 遺族支援団体等との連携 

 遺族支援団体等は自死遺族等が死別による悲嘆と向き合い回復をしていく中で、重

要な役割を果たす一つの社会資源となります。そこで遺族支援団体等と連携を図りな

がら、支援策を検討します。 

 

≪主な取組事業≫ 

  ○自死遺族支援団体等との連携（健康推進課） 
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（６）自殺防止のための環境整備 

 

① 自殺、自殺未遂者の実態把握 

 自殺対策を効果的に推進するため、消防局、明石警察署、医療機関の情報から性別

や年代別等の自殺や自殺未遂の現状、その背景にあるものを明らかにするように努め

ます。 

 そして本市の自殺、自殺未遂者の実態を多面的に分析して、自殺対策計画の総合的

な推進に活用します。 

 

≪主な取組事業≫ 

○自殺、自殺未遂者の情報共有（国、県、消防局、明石警察署、健康推進課） 

○自殺、自殺未遂者のデータ分析（健康推進課） 

 

② 危機情報の迅速な伝達及び対応の体制構築 

 自殺未遂者の再企図防止のために早期から対象者に支援を開始することを目的に、

医療機関、消防局、明石警察署等と情報共有や話し合いを行い、緊急対応時の情報伝

達、窓口へ繋ぐための情報提供の仕方、体制構築等を図っていきます。 

 

≪主な取組事業≫ 

  ○自殺対策連絡協議会の開催（庁内関係各課、関係機関） 

  ○自殺未遂者連絡会の開催（消防局、明石警察署、健康推進課） 

 

③ 適切な精神科医療の受診確保 

 自殺や自殺未遂の背景にはうつ状態があることが多いと言われており、これらを発

見した支援者や医療者は対象者を適切な精神科医療につなげる必要性が高くなります。

そこで市民が必要に応じて各種の相談、支援機関に相談（セカンドオピニオンを含む）

できたり、医療機関間の紹介を円滑に行うために、医療機関リストの作成や精神科病

院連絡会等を通して医療機関との連携強化に努めます。 

 

ア かかりつけ医と精神科医の連携推進 

 かかりつけ医がうつ病と診断した人を専門医につなげるための医療連携体制

や、様々な分野の関係機関につなげる他機関連携体制の整備を医師会の協力の

もと推進します。 
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イ 精神科救急医療体制の確保 

 平日夜間及び休日に、精神障害により受診が必要な人に対応するため、県と

連携し、適切な精神科救急医療体制の充実を図ります。 

 

≪主な取組事業≫ 

  ○精神科医療機関リストの作成（健康推進課） 

 ○精神科病院連絡会の開催（健康推進課） 

 

④ 兵庫県いのち対策支援センターとの連携 

   自殺対策計画の進捗状況を把握・検証についての助言を得たり、自殺の原因や背

景にもとづいた情報交換や連携方策の検討を行ったりする等、いのち対策支援セン

ターから専門的な立場で必要な支援を受け、相談支援体制の強化・充実を図り、自

殺対策を総合的に推進します。 
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（７）対策の点検と評価 

 本計画に基づく施策の実施状況や目標の達成状況、その効果等を取組の評価指標 

等を用いて把握します。ＰＤＣＡサイクルの視点から施策の見直しと改善に努めます。 

 

 

評価項目 現状値（2017 年） 
2023 年までの 

目標値 

2028 年までの 

目標値 

自殺死亡率 14.4 0 0 

 

１．地域におけるネットワークの強化 

評価項目 
現状値 

（2017 年度） 
2023 年 2028 年 

自殺対策連絡協議会 １回／年 １回／年 １回／年 

自殺対策連絡協議会への参画

団体数 
17 団体 

現状値より 

増加 

現状値より 

増加 

 

２．自殺対策を支える人材の育成 

評価項目 
現状値 

（2017 年度） 
2023 年 2028 年 

「参加してよ
かった」「自殺
対策の理解が
深まった」と答
える人の割合

（％） 

専門職・市民向け

ゲートキーパー

研修受講者数 

延べ 1,225 人 延べ 1,700 人 延べ 2,300 人 70％以上 

 

３．市民への啓発と周知 

評価項目 
現状値 

（2017 年度） 
2023 年 2028 年 

リーフレット等の配布 15,000 枚／年 30,000 枚／年 55,000 枚／年 
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参考資料 

１ 明石市自殺対策計画策定会議名簿 

 

区 分 氏 名 役 職 

学識経験者 阪田 憲二郎 神戸学院大学教授 

保健関係者 西山 美津子 兵庫県健康福祉部障害福祉局いのち対策室主査 

保健関係者 井場 智恵 兵庫県精神保健福祉センター臨床心理士 

医療関係者 松岡 俊行 明石市医師会精神科医会会長 

労働部門 石川 昌秀 明石労働者福祉協議会会長 

労働部門 前川 達久 明石公共職業安定所次長 

福祉関係者 山下 孝光 明石市社会福祉協議会副理事長 

当事者・支援者 松本 幸雄 明石障害当事者等団体連絡協議会会長 

地域住民代表 前田 享子 明石市民生児童委員協議会障害福祉専門部会部会長 

教育関係者 小林 久展 明石市中学校長会副会長 

法律関係者 木村 裕介 兵庫県弁護士会弁護士 

市関係部署 濵田 昌範 あかし保健所所長 
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２ 用語解説 

区分 用語 解説 

あ行 アウトリーチ 支援が必要な人に対し、積極的にその人の居る場所

に出向いて働きかけること。 

アセスメント 対象者に関する情報を収集・分析し、自立した日常

生活を営むために解決すべき課題を把握すること。 

事前評価などと訳される。 

明石市長期総合計画 地方自治体が策定する行政計画の基本となる計画の

こと。まちづくりの長期的な展望や、総合的かつ計

画的な行政運営の指針が示されている。 

AKASHI ユーススペース 中高生世代の自主的な活動をサポートする施設。 

あかし若者サポートステ

ーション 

働くことに悩みを抱える、概ね 15 歳から 39 歳まで

の若者に対し、職業選択や能力開発に関する専門職

による相談、コミュニケーション訓練、協力企業へ

の就労体験などにより、就労に向けた支援を行って

いる。 

か行 介護支援専門員 

（ケアマネジャー） 

介護保険サービスを受ける人が適切なサービスを受

けることができるよう、対象者からの相談や利用者

の状態を考慮し、介護サービス事業者との連絡・調

整などを行う者のこと。 

グリーフケア 大切な人を亡くし大きな悲嘆（グリーフ）に襲われ

ている人に対するサポートのこと。 

ゲートキーパー養成講座 地域の中で自殺危機の可能性がある人に出会った

際、そのサインに気づき、必要に応じて、相談機関

につなげるためのスキルを身につける講座。 

高年クラブ 高齢者の教養の向上、健康の増進、レクリエーショ

ン活動等を通して、老年期の生活を健全で豊かなも

のにするため、自主的に作られた会員組織の団体。 

 こども健康センター 

（子育て世代包括支援セ

ンター） 

妊娠、出産から子育て期において、保健師等の専門

家が継続的・包括的に妊産婦や保護者の相談に対応

するとともに、必要な支援の調整や関係機関と連絡

調整するなどして、妊産婦や乳幼児等に対して切れ

目のない支援を提供する機関。 
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か行 子育て支援センター 子育て家庭に対する育児不安等の相談事業や子育て

サークル等への支援及び児童虐待への早期発見等地

域の子育て家庭に対する育児支援を行う機関。 

さ行 産業医 労働者の健康を保持するため労働者の作業環境や作

業管理、健康管理に関して専門的立場から助言・指

導を行う医師のこと。 

 自殺企図 自殺しようとすること。自殺を企てていること。 

 自主グループ活動支援事

業 

住民が主体となり、定期的に体操を中心とした介護

予防活動に取り組むグループに対し、リハビリテー

ション等の専門職を派遣し、そのグループに合った

運動の指導と、その活動が継続して行えるよう支援

を行います。 

 シニアいきいきパスポー

ト 

高齢者の外出促進や豊かな生活を送れるよう、65 歳

以上の市民の方を対象に、公共施設等での利用料の

割引や協賛店で特典を受けることができるもの。 

 小規模多機能型居宅介護

事業所 

介護保険サービスの中の、地域密着型サービスのひ

とつで、「通い」、「訪問」、「泊まり」を組み合わせて

サービスを提供することで、在宅での生活が継続で

きるよう支援するサービス。小規模の施設で一体的

にサービスの提供を行うため、連続性のある介護を

受けることができる施設。 

 スクールカウンセラー 教育機関において心理相談業務に従事する心理職専

門家の職業名および当該の任に就く人のこと。 

 スクールソーシャルワー

カー 

児童・生徒が日常生活で直面する悩みについて、児

童・生徒の社会環境を構成する家族や学校、地域に

働きかけ、福祉的なアプローチによって解決を支援

する専門職。 

 ストレスチェック ストレス刺激となるもの（ストレッサー）と、スト

レス刺激を受けて生体に歪みが生じた状態（ストレ

ス反応）とを確認する行為を指す。 
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さ行 生活困窮者自立支援法 経済的に困窮し最低限度の生活を維持できなくなる

恐れのある人に対し、困窮状態からの早期脱却に向

けた就労や家計の安定を目指し、関係部署・機関と

連携して支援を行う。 

 セカンドオピニオン 患者が主治医以外の専門家に相談や受診し、その診

断や治療、経過、予後などについて判断や意見を求

めること。 

 セクシュアルハラスメン

ト 

性的嫌がらせ、性的脅迫のこと。 

た行 地域総合支援センター 

 

高齢者や障害者、児童など、生活のしづらさを抱え

る市民の悩みや困りごとに対し、総合的な相談対応

や関係機関との支援調整を行う相談機関。保健師、

社会福祉士、主任ケアマネジャー等の専門職が複合

的な問題をたらいまわしにせず、早期発見・早期対

応し、地域の身近な相談窓口としての機能を持つ。 

 定期巡回・随時対応サービ

ス 

重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支え

るため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護

を一体的に、またそれぞれが密着に連携しながら、

定期巡回訪問と随時の対応を行うサービス。 

 出前健診 国民健康保険加入者を対象とした特定健診を、まち

づくり協議会等と連携し、各地区に出向いて実施す

るもの。 

な行 乳児家庭全戸訪問事業 すべての乳児のいる家庭を訪問し、子育ての孤立化

を防ぐために、その居宅において様々な不安や悩み

を聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行う

とともに、支援が必要な家庭に対しては適切なサー

ビス提供に結びつけることにより、地域の中で子ど

もが健やかに育成できる環境整備を図ることを目的

とした、広く一般を対象とした子育て支援事業。 

は行 配偶者暴力相談支援セン

ター 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、

相談、指導、緊急時の一時保護、自立支援、情報提

供等を行う施設のこと。 
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は行 パワー・ハラスメント 

（パワハラ） 

職場などの組織内で、立場を利用して、特定の個人

に対し、本来の業務とは関係のない事項について、

計測的に嫌がらせをし、人格や尊厳を傷つける言動

を与え続けること。 

 母子・父子自立支援員 ひとり親離死別直後の精神的安定を図り、その自立

に必要な情報提供、相談指導等の支援（以下「相 

談指導等」という。）を行うとともに、職業能力の向

上及び求職活動に関する支援を行うこと。 

ま行 民生委員・児童委員 厚生労働省から委嘱された非常勤特別職。社会奉仕

の精神をもって、住民の立場に立って相談に応じ、

必要な援助を行い、福祉事務所等関係行政機関の業

務に協力するなどして、社会福祉の増進に努める人。 

 メンタルヘルス こころの健康状態を指す言葉。 

や行 抑うつ症状 気分が落ち込み、憂うつになる状態。抑うつ状態を

呈する代表的な疾患としては、うつ病が知られてい

るが、不安障害、統合失調症、適応障害、パーソナ

リティ障害、などあらゆる精神疾患の併発症状とな

り得る。 

ら行 ライフステージ 人間の成長の度合いに応じた人生の段階を指す言

葉。一般的に、乳児期、幼児期、児童期、思春期、

成人期、壮年期、老年期といった区分が用いられる。 

わ行 わくわく地域未来塾 学力向上推進事業の１つで、国語・算数の学力補充

教室。参加を希望する小学校児童を対象に、土曜日

に実施している。 

 ワークサポートあかし ハローワーク明石の出張相談所で、生活困窮者自立

支援窓口と連携し、就労についての相談を受ける窓

口。 

 ワーク・ライフ・バランス

（WLB） 

「仕事と生活の調和」の意味。老若男女誰もが、仕

事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々

な活動について、自ら希望するバランスで展開でき

る状態のことを指す。 
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英単語 DV 配偶者や恋人などの親密な関係にある、またはあっ

た人から振るわれる暴力のこと。 

 SNS 「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」の略

語。インターネットを通じて交流や情報共有を行う

サービス。Twitter やLINE、Facebookや Instagram

などが含まれる。 

 PDCA サイクル Plan（目標を決め、それを達成するために必要な計

画の立案）、Do（立案した計画の実行）、Check（目

標に対する進捗を確認し評価・見直し）、Action（評

価・見直しに基づき、適切で必要な処置を行う）と

いうサイクルを回しながら改善を図っていくこと。 

 PTSD 強烈な精神的衝撃を受け、数週～数か月の潜伏期間

の後に、長期にわたり恐怖感、無気力、睡眠障害、

悪夢など様々な症状を示す障害。地震、洪水、火事

のような災害、または事故、戦争といった人災、監

禁、虐待、強制性交等の犯罪など、多様な原因によ

って生じる。 
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